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１. 16年 2月期の連結業績（平成 15年 2月 21日 ～ 平成 16年 2月 20日）
(1)連結経営成績

　　　   営 業 収 益 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 2月期 1,167,568 △ 1.0 43,666 △ 12.1 39,254 △ 16.9
15年 2月期 1,179,913 △ 0.1 49,659 9.9 47,245 12.5

            当期純利益 １ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

営業収益
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年 2月期 9,827 △ 21.7 51.13 - 4.7 4.3 3.4
15年 2月期 12,544 - 65.29 - 6.2 5.3 4.0

(注)①持分法投資損益 16年 2月期        286 百万円          15年 2月期       310 百万円
     ②期中平均株式数(連結) 16年 2月期   189,080,875 株          15年 2月期   189,186,637 株
     ③会計処理の方法の変更 無
     ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 2月期 922,261 214,178 23.2 1,132.01
15年 2月期 892,853 206,576 23.1 1,091.40

(注)期末発行済株式数(連結) 16年 2月期   189,059,788 株          15年 2月期   189,101,963 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 2月期 59,263 △ 45,132 △ 3,885 85,232
15年 2月期 60,087 △ 45,859 △ 11,110 75,065

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  25　社   持分法適用非連結子会社数　1　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  6　社  （除外）   -  社    持分法（新規）   - 　社    （除外）　   -　社

２. 17年 2月期の連結業績予想（ 平成 16年 2月 21日  ～  平成 17年 2月 20日 ）
　 　　　 営  業  収  益 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 599,000 20,900 5,300
通　　期 1,214,000 44,000 12,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            63   円   39  銭

※上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であります。従いまして、実際の業績は様々な要因により、
   これらの業績予想とは異なることがありますことをご了承おき下さい。
   なお、上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の経営成績及び財政状態の２.次期の予想を
   参照して下さい。
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１．企業集団の状況 

  

当企業集団の事業の系統図は次のとおりです。 

 

      
 小 売 業      
       

 （専門店）    （総合小売業）  

 ㈱さが美   商品供給 ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，  

 ㈱モリエ  （総合小売業）       ＬＩＭＩＴＥＤ  

 ㈱パレモ      

 ㈱鈴丹 店舗内出店の賃貸等  土地の賃貸借 （総合小売業）  

 ㈱ラフォックス  ユニー㈱  ㈱ユーストア  

 他１０社      

     （コンビニエンスストア）  

     （持株会社）  

   （連結財務諸表提出会社）  ㈱シーアンドエス  

 （その他の小売業） 店舗内出店の賃貸等  事務所の賃貸等 （事業会社）  

 ㈱ハーツ    サークルケイ・ジャパン㈱  

     ㈱サンクスアンドアソシエイツ  

     シーケー東北㈱  

     他１３社  

       

 

  

 
そ の 他 

 

 クレジット業務の請負  店舗の賃貸  商品の供給  

 （クレジット業）  （不動産賃貸業）  （惣菜等の製造・加工・卸売）  

 ㈱ユニーカードサービス  ㈱ユーライフ  カネ美食品㈱  

  東名クラウン開発㈱  

 

 清掃・警備・保守の請負  保険業務・リース取引  

 （施設管理業）  （保険代理業）  （ゴルフ場）  

 ㈱サン総合メンテナンス  ㈱ユニーサービス  青木ヶ原高原開発㈱  

  

他２０社  

 

（注）１．上記図示のほか、㈱ユニーサービスはグループ各社と保険業務・リース取引を、㈱ユニーカードサービスはグループ各社 

     とクレジット業務の請負を、㈱サン総合メンテナンスはグループ各社と施設管理業務の請負を行っています。 

     また、カネ美食品㈱は、㈱ユーストアから店舗を賃借し、サークルケイ・ジャパン㈱へは商品の供給を行っています。 

   ２．㈱ユニーサービスは持分法適用非連結子会社、カネ美食品㈱は持分法適用関連会社であり、他は連結子会社であります。 
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２．経営方針 

１.経営の基本方針 

ユニーグループは、総合小売店、コンビニエンスストア、各種専門店をチエーン展開する小売業者として、それぞれの店舗が存在

する地域社会のお客様に、快適なショッピングの場と、良質で価値ある商品とサービスを提供し、お客様の支持の下に中長期的な利

益成長を遂げ、株主の期待に応えてまいります。 

そのため、「買う身になって・・・」をモットーに、常に商品、立地、店舗機能を見直し、お客様へのサービスレベルを高めるとと

もに、店舗のスクラップ＆ビルドを積極的に行い、経営資源の効率的な活用と収益性の確保に努めてまいります。 

 

２.利益配分に関する基本方針 

配当については、将来の事業展開に備えるため、内部留保による財務体質の維持強化に配慮しながら、安定的な配当を継続してい

くことを基本方針としています。 

当期におきましては、期末配当金として９円を予定しています。年間配当金は、中間配当金の９円を含め、前期と同額の１８円を

予定しています。当期の内部留保金については、店舗新設等の設備投資に充当する予定です。今後とも効率的な資金配分につとめ、

財務体質の強化と業績の向上に全力で取り組んでまいります。 

なお、当期末時点における投資単位は５０万円以上となっていますが、投資単位の引き下げについては、市場の要請と株券発行、

名義書換等の手数料等による費用の増加を勘案し慎重に対処していきたいと考えています。 

 

３.グループの運営方針 

ユニーグループ企業のうち、上場子会社とは月１度のグループ経営会議を持ち、各社の経営課題や経営戦略についての確認と業績

状況の把握を行っています。その他の子会社については、２ヶ月に１度同様な会議を持ち必要により、ユニー㈱が戦略的な枠組みを

示し、総合的な支援を行います。 

また、グループ各社は、以下の運営方針のもと、利益を極大化することにより、それぞれの株主に貢献します。 

 ①現場、現実に立脚し、迅速な意志決定を行うため、風通しのよいフラットな組織運営を行います。 

 ②価格競争力を維持強化するため、ローコスト経営を行います。 

 ③お客様、株主、従業員に対し透明性の高い経営を目指します。 

 

４.経営課題及び経営戦略 

＜総合小売業（ユニー㈱、㈱ユーストア等）＞ 

①オーバーストアによる競争激化の中で収益力を維持するために、店舗のスクラップ＆ビルドをさらに進めてまいります。 

新店開発の投資配分としましては、大部分がアピタ、ユーストアへの投資でありますが、従前から行ってきたホームセンター 

（ユーホーム）のほかに、リニューアルを中心としたミニＧＭＳ（ジョイマート）、スーパーマーケット（ラ フーズコア）の展 

開をはじめています。アピタについてもより大型化した次世代型大型アピタの検討をしています。 

②既存店の営業力、収益力を高めるために、個店対応力を強化してまいります。マーケットの特性、消費行動の変化に適応するた 

め常に品揃えを見直し、必要な改装投資を行います。また、人的生産性向上のため店内組織、店内作業を見直し、より効率化を 

行ってまいります。 

③商品面では、引き続き売上総利益率の改善に取り組んでまいります。衣料については、品質重視を基本にした開発商品の拡充と 

商品計画の精度アップにより売価修正ロスの削減、住関については海外輸入商品の拡大と物流改革、食品についてはＰＢ商品の

拡大と物流改革を行ってまいります。 

 

＜コンビニエンスストア（㈱シーアンドエス、サークルケイ・ジャパン㈱、㈱サンクスアンドアソシエイツ等）＞ 

①グループで６,０００店舗を超える事業規模をベースにして、マーケティング活動、情報システム開発、新しいサービスメニュー 

の開発に取り組んでまいります。また、㈱シーアンドエス、サークルケイ・ジャパン㈱及び㈱サンクスアンドアソシエイツは、 

平成１６年９月１日をもって合併し、「株式会社サークルＫサンクス」となり、さらなる販売力の強化とコストの削減を目指しま 

す。 

②競争に勝ち残れるように、収益性を重視した店舗開発による店舗採算の改善に努めるほか、新規商品、オリジナル商品の開発に
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より、新たな顧客層の開拓に努めます。 

 ③エリアフランチャイザー各社との連携を深めて情報交換を密にし、さらに経営指導の強化を図ります。 

 

＜専門店（㈱さが美、㈱パレモ、鈴丹㈱、㈱モリエ等）＞ 

 ①店舗のスクラップ＆ビルドとローコスト経営により収益力を高めます。 

 ②さが美グループにおいては、長期経営計画として「SAGAMI  VISION  2010」を策定し、事業構造の再構築と高収益企業への 

転換を基本戦略としています。 

 ③㈱パレモは、他社と差別化され、優位性をもった「ストアブランド」の確立及び時代の変化にあった新しい業種、業態の開発を 

行い、持続的な成長を図って行きます。 

 ④今期より連結子会社に加わった㈱鈴丹は、平成１５年１０月に「新中期経営計画」を策定しました。 

  今後の事業展開としては、「Core Competency(商品企画から仕入・配分・在庫コントロール・売場作り・販売までの一気通貫体 

制）」の確立と店舗のスクラップ＆ビルドによる営業力のさらなる強化と物流システム費、家賃、人件費等のコスト削減を行って 

まいります。 

 

＜その他（㈱ユニーカードサービス等）＞ 

①㈱ユニーカードサービスにおいては積極的な会員募集を行い、早期に３００万人体制にします。 

②㈱ユニーサービス、㈱サン総合メンテナンス、㈱ユーライフは、ユニーグループ内のサービス会社として、グループ各社のコス 

ト削減に協力しつつ、グループ外への事業拡大を目指します。 

③グループ金融事業の一本化を行うため、平成１６年９月１日に㈱ユニーカードサービスと㈱ユニーサービスは合併し、㈱ＵＣＳ 

となります。 

 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

 地域社会のお客様に良質で価値ある商品とサービスを提供し、中長期的な利益成長を遂げ、株主の期待に応えるために、当社はコ

ーポレート・ガバナンスを極めて重要な経営課題であると認識しています。 

  

＜コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況＞ 

 当社は、取締役・監査役制度に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。 

「取締役会」は、経営上の最高意思決定機関として原則月１回開催され、重要な業務に関する意思決定及び業務執行状況を監督して

います。 

また、取締役等で構成される「経営会議」が月１回開催され、通常の業務執行事案の審議・決定を行っています。 

 監査役は、社外監査役２名を含む４名で、「取締役会」・「経営会議」等の重要な会議に出席するほか、取締役等から営業状況の報告

を受け、重要な決裁文書の閲覧を行い、内部監査部門との連携により経営監視を行っています。 

 一方、コンプライアンス・企業倫理については、代表取締役社長を委員長とする「行動指針推進委員会」を設け、企業として遵守

すべき行動指針の改廃や倫理問題の解決・提案等を行っています。 

 また、従業員に「私たちの行動指針」を配布して、倫理上の規範の徹底を図っています。 
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３.経営成績及び財政状態 

１.当期の概況 

（１）営業収益 

  セグメント別営業収益                   （単位：百万円） 

 当期 前期 

 営業収益 構成比 営業収益 構成比 
前期比 

      ％      ％    ％ 

総合小売業 884,808 75.8 916,920 77.7 96.5 

コンビニエンスストア 169,501 14.5 158,313 13.4 107.1 

専門店 101,744 8.7 95,027  8.1 107.1 

その他 30,640 2.6 28,851  2.4 106.2 

消去又は全社 ( 19,126) ( 1.6) ( 19,200) ( 1.6) ― 

計 1,167,568 100.0 1,179,913 100.0    99.0 

 

 連結営業収益は、前期比１.０％減の１,１６７,５６８百万円で、内、売上高は１.６％減、手数料収入等は２.６％増となりました。 

 

  セグメント別の総合小売業の営業収益は、３.５％減の８８４,８０８百万円となりました。既設店売上高伸長率は、ユニー㈱で３.

５％減、㈱ユーストアで２.３％減となりました。デフレ経済の影響による消費の低迷や天候不順の影響を受けて、売上高は厳しい結

果になりました。期中の開店はユニー㈱でアピタ１店舗、ユーホーム１店舗、ラ フーズコア３店舗、また㈱ユーストアでは５店舗

の開店があり、閉店はユニー㈱で９店舗ありました。 

 

コンビニエンスストアの営業収益は、前期比７.１％増の１６９,５０１百万円で、うち、サークルケイ・ジャパン㈱は前期比０.２％

減の９２,９０８百万円、㈱サンクスアンドアソシエイツは前期比４.２％増の６７,９６６百万円となりました。既設店売上高伸長率

は、サークルケイ・ジャパン㈱で４.７％減、㈱サンクスアンドアソシエイツで４.２％減と前期に比べて悪化しています。これは、冷

夏の影響と高額ハイウェイカードの販売中止による売上減少の影響がサークルケイ・ジャパン㈱で２.８％、㈱サンクスアンドアソシ

エイツで１.６％程度あったことによります。また、当期は大規模な構造改革の年と位置付け、不採算店舗を大幅に前倒しして閉店し

た結果、店舗数はエリアフランチャイズを除きそれぞれ５９店、５７店純減しています。 

 

 専門店の営業収益は７.１％増の１０１,７４４百万円となりました。㈱さが美は店舗数が２１店舗増加（連結ベース）しましたが、

既設店売上高伸長率が５.０％減となり３.７％の減収となりました。㈱パレモは、店舗数は３１店舗増加し、既設店売上高伸長率が前

期比１.４％増となり営業収益は７.９％増となりました。 

㈱モリエ、㈱ラフォックスの営業収益はそれぞれ４.８％減、１０.０％減となりました。 

 

その他セグメントでは、㈱ユニーカードサービスで会員数が前期比２９万人増加し１８６万人となったことを反映して、営業収益

は前期比１８.２％増となりました。東名クラウン開発㈱と㈱サン総合メンテナンスはそれぞれ、ほぼ前期並みの実績となりました。 
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（２）利益 

 

  セグメント別営業利益                    （単位：百万円） 

 当期 前期 
 営業利益 構成比 営業利益 構成比 

前期比 

      ％      ％      ％ 
総合小売業    16,958 38.8   22,035  44.4 77.0 
コンビニエンスストア    21,638 49.6   23,420  47.2   92.4 
専門店     2,593 5.9    2,707   5.4 95.8 
その他     2,446 5.6    1,487    3.0 164.5 
消去又は全社       29    0.1       9    0.0 ― 
    計    43,666  100.0   49,659  100.0 87.9 

 

 営業総利益は、前期比０.７％増の４２１,８４９百万円となりました。売上高は１.６％減少し、売上総利益も前期比０.４％減少し

て２６５,０９０百万円となりましたが、売上総利益率は前期比０.３ポイント改善し２６.２％になりました。一方、不動産賃貸収入

は前期比０.３％、手数料収入は前期比３.３％の増加となりました。手数料収入のうち、コンビニエンスストアの加盟店からの収入は

前期比２.９％、クレジットカードによる手数料収入は前期比１８.２％それぞれ増加しました。 

販売費及び一般管理費は前期比２.４％増の３７８,１８３百万円になりました。その結果、営業利益は１２.１％減の４３,６６６百

万円となり、営業収益比営業利益率は前期より０.５ポイント悪化して３.７％となりました。 

セグメント別の総合小売業の営業利益では、営業収益の減少が前期比３.５％に対し、販売費及び一般管理費の減少が３.０％に留ま

ったことにより、前期比２３.０％減の１６,９５８百万円となりました。一方、コンビニエンスストアにおいては、連結子会社が増加

したことにより営業収益は７.１％増となりましたが、経費が前期比９.６％増加し、営業利益は前期比７.６％減の２１,６３８百万円

となりました。専門店では、㈱パレモは増益でしたが、㈱さが美及び㈱モリエの減益により前期比４.２％減の２,５９３百万円の営業

利益となりました。 

その他セグメントの営業利益は、㈱ユニーカードサービスの増益により前期比６４.５％増の２,４４６百万円となりました。 

 

支払利息から受取利息と配当金を差し引いた純金融費用は、前期の２,６９２百万円から２,３８２百万円に減少しました。またコン

ビニエンスストアにおいて、当期は大規模な構造改革の年と位置付け、不採算店舗を大幅に前倒しして閉店した結果、解約損害金が

前期に比べ２,２３９百万円増加し、３,４２２百万円になりました。 

 

経常利益は、１６.９％減の３９,２５４百万円になり、営業収益比経常利益率は前期の４.０％から３.４％へ悪化しました。 

 

 特別利益には、固定資産売却益９４８百万円、投資有価証券売却益１,７１３百万円及び受取補償金２７８百万円を含んでいます。

特別損失としては、固定資産処分損として６,８６２百万円、店舗閉鎖損２,６２１百万円、投資有価証券評価損５６２百万円などを計

上しています。 

 

税金等調整前当期純利益は、前期比２２.０％減の２９,９７１百万円となりました。税効果会計の適用による法人税等の負担１４,

５１２百万円、少数株主帰属利益５,６３１百万円を控除し、当期純利益は、前期比２１.７％減の９,８２７百万円となりました。 

 

（３）キャッシュ・フロー 

当期の現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によるキャッシュ・フローの収入が投資活動によるキャッシュ・フローの支出

と財務活動によるキャッシュ・フローの支出を上回り、前期末残高に比べ１０,１６６百万円増加し８５,２３２百万円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー収入は、前期比８２３百万円減少し５９,２６３百万円となりました。 

税金等調整前当期純利益は、前期と比べ８，４５４百万円減少し、当期は２９,９７１百万円となりました。 
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また、未払金の増減が前期と比べ６，０４９百万円減少し、売上債権の増減も前期と比べ３，８９４百万円減少しています。一方、

法人税等の支払額は前期よりも３，１６０百万円減少して、１９，９２６百万円となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは前期と比較すると、営業譲受けによる支出が５，４２４百万円増加しましたが、その他の支

出が８，９３５百万円減少した結果、７２６百万円の支出額の減少となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期の１１，１１０百万円の支出から３,８８５百万円の支出に支出額が減少しました。こ

れは主に、有利子負債（短期借入金、長期借入金、コマーシャルペーパー、社債）をトータルすると前期が４,７４６百万円返済した

ことになり、当期は２，４７８百万円調達したことになるためです。 

 

２.次期の予想 

 

次期の個人消費もデフレ経済の長期化、雇用不安、年金問題等の影響を受け、弱めの動きが続くと予想されます。 

総合小売業では、既設店売上高伸長率について、ユニー㈱は９８.０％を、㈱ユーストアは９９.６％を予想しています。新設店はユ

ニー㈱でアピタ５店舗、ユーホーム１店舗、ラ フーズコア１店舗を、建替でアピタ１店舗とジョイマート２店舗の開店を予定して

います。また、㈱ユーストアで新設店２店舗を予定しています。総合小売業の営業収益は、既設店売上高の前期割れにもかかわらず、

ユニー㈱における１０店舗の出店により当期比０．９％程度の増収と予想しています。こうした中で、次期はマーチャンダイジング

の構造改革をさらに進め売上総利益率の向上に取り組んでまいります。すなわち、①一括物流の範囲の拡大や共配の利用等、物流の

見直し②仕入・在庫計画の精度を向上し、売価修正の削減をしていきます。また、人件費、賃借料等の経費について、さらに削減し

てまいります。 

コンビニエンスストアでは、同業や異業種との競合が激化していることなどで、既存店売上伸長率をサークルケイ・ジャパン㈱、

㈱サンクスアンドアソシエイツとも９９．０％を予想しています。このセグメントでは平成１６年２月期を大規模な構造改革の年と

位置付け、不採算店舗等の大幅な整理を行いました。さらに一層の統合効果を発揮するため、㈱シーアンドエス、サークルケイ・ジ

ャパン㈱及び㈱サンクスアンドアソシエイツは、２００４年９月１日をもって合併し、「株式会社サークルＫサンクス」となります。

合併後は、サークルＫ、サンクスの２ブランドを維持し、合併による規模の利益・合理化利益の追求を行って参ります。 

平成１７年２月末における店舗数は、サークルＫとサンクス合計で４１５店を出店し、１８３店の閉店を行うことから、２３２店舗

の純増を予定しています。経常利益は、当期比１５．２％の増益を予想しています。 

専門店でも、既設店売上高伸長率は㈱さが美で９５．４％、㈱パレモで９９.０％と前期割れが予想されますが、店舗の積極的なス

クラップ＆ビルドと既設店の販売力強化により、個店の収益力を高め、新業態の開発も行っていきます。また、当期末より㈱鈴丹が

連結子会社に加わったことにより次期より連結利益に貢献してきます。 

㈱ユニーカードサービスは、当期に増加した新規会員をベースにショッピング及び金融収益の拡大に結びつけていきます。さらに、

次期も３４万人の新規会員獲得により会員数２２０万人を目指してまいります。 

また、グループの金融事業の一本化をはかるために、平成１６年９月１日に㈱ユニーサービスと合併し、社名を㈱ＵＣＳに変更する

予定です。 

このような状況のもと、次期の営業収益は、前期比４.０％増の１,２１４,０００百万円、経常利益は１２.１％増の４４,０００百万

円、当期純利益は２２.１％増の１２,０００百万円を予想しています。 
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連結貸借対照表 

  前連結会計年度 
（平成１５年２月２０日） 

当連結会計年度 
（平成１６年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（資産の部）       
Ⅰ流動資産       

 １ 現金及び預金 ※１ ６８，８９０  ７２，４６０  ３，５７０ 
２ 受取手形及び 
  売掛金 

※１ ２６，１２０  ２９，７１１  ３，５９０ 

３ 有価証券 ※１ ７，３９９  １３，６０１  ６，２０１ 
４ たな卸資産  ５９，１６１  ６１，９４８  ２，７８６ 
５ 繰延税金資産  ５，０８５  ５，６７６  ５９１ 
６ その他  ５９，２９１  ６１，６８０  ２，３８８ 
７ 貸倒引当金  △ １，６１８  △ １，８１６  △ １９８ 

流動資産合計  ２２４，３２９ ２５．１ ２４３，２６１ ２６．４ １８，９３２ 

       
Ⅱ固定資産       
（１）有形固定資産 ※２      
１ 建物及び構築物 ※１ ２０１，３４０  ２０２，２５５  ９１５ 
２ 器具及び備品  １３，５４２  １３，６６１  １１９ 
３ 土地 ※１ １５８，６９１  １５９，３５８  ６６６ 
４ 建設仮勘定  ３, ３９０  ５，８４３  ２，４５２ 
５ その他  ７，１６８  ８，２３１  １，０６３ 

有形固定資産合計  ３８４，１３２ (４３．０) ３８９，３４９ (４２．２) ５，２１７ 

（２）無形固定資産       
１ 借地権  ９，８８２  １０，１８４  ３０１ 
２ 連結調整勘定  ２３，９３０  ２２，８６０  △１，０６９ 
３ その他  １３，７２４  １４，３３４  ６０９ 

無形固定資産合計  ４７，５３７ ( ５．３) ４７，３７８ ( ５．１) △１５９ 

（３）投資その他の資産       
１ 投資有価証券 ※３ ２４，７３５  ２６，７５２  ２，０１７ 
２ 長期貸付金  ３，３２０  ３，０４１  △２７９ 
３ 繰延税金資産  ２８，３８７  ２８，４５３  ６５ 
４ 再評価に係る 
  繰延税金資産 

※５ １, ３４４  １, ２９１  △５２ 

５ 長期差入保証金  １６４，０８３  １６９，３０８  ５，２２４ 
６ その他 ※３ １９，１２４  １９，１９１  ６６ 
７ 貸倒引当金  △ ４，１４２  △ ５，７６７  △１，６２５ 

投資その他の資産合計  ２３６，８５３ (２６．６) ２４２，２７１ (２６．３) ５，４１７ 

固定資産合計  ６６８，５２３ ７４．９ ６７８，９９９ ７３．６ １０，４７５ 

資産合計  ８９２，８５３ １００．０ ９２２，２６１ １００．０ ２９，４０７ 
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  前連結会計年度 

（平成１５年２月２０日） 

当連結会計年度 
（平成１６年２月２０日） 

区 分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

増減 

（△は減） 

（百万円） 

（負債の部）       
Ⅰ流動負債       
１ 支払手形及び買掛金 ※１ １１５，５０４  １１７，６１０  ２，１０５ 
２ 短期借入金 ※１ １４，３８８  ２３，８７０  ９，４８１ 
３ １年内償還予定社債  １０，０００  １５，０００  ５，０００ 
４ １年内返済予定 

長期借入金 
※１ 

１０，８２７  ４，９７７  △５,８５０ 

５ コマーシャル  
ペーパー  

４５，０００  ４５，０００  ― 

６ 未払金  ２５，０６３  ２５，５４９  ４８６ 
７ 未払法人税等  １１，３９９  ７，８５４  △３,５４５ 
８ 賞与引当金  ４，１７４  ４，３７１  １９７ 
９ 店舗等退店損失引当金金金  ―  ３４５  ３４５ 
10 その他  ４９，７４６  ５２，７８９  ３，０４３ 

流動負債合計  ２８６，１０４ ３２．０ ２９７，３６９ ３２．３ １１，２６５ 
       
Ⅱ固定負債       
１ 社債  ４０，０００  ３５，０００  △５,０００ 
２ 長期借入金 ※１ １２６，９１８  １３３，０４１  ６,１２３ 
３ 繰延税金負債  ５  ５９  ５４ 
４ 退職給付引当金  ５８, ３７３  ６４，４４４  ６,０７０ 
５ 役員退職慰労引当金  １，１５７  １，０８４  △７２ 
６ 預り保証金  ６５，５０８  ６４，９０９  △５９８ 
７ その他  ４１４  ５７１  １５６ 

固定負債合計  ２９２，３７７ ３２．８ ２９９，１１１ ３２．４ ６，７３３ 
負債合計  ５７８，４８２ ６４．８ ５９６，４８０ ６４．７ １７,９９８ 

       
（少数株主持分）       
Ⅰ少数株主持分  １０７，７９４  １１１，６０２  ３,８０７ 

少数株主持分合計  １０７，７９４ １２．１ １１１，６０２ １２．１ ３,８０７ 
（資本の部）       
Ⅰ資本金 ※６ １０，１２９ １．１ １０，１２９ １．１ ― 
Ⅱ資本剰余金  ４９，４８５ ５．５ ４９，４８５ ５．３ ― 
Ⅲ利益剰余金  １４６, ２２８ １６．３ １５２, ２６０ １６．５ ６，０３１ 
Ⅳ土地再評価差額金 ※５ △１，０１０ △ ０．１ △１，０３９ △ ０．１ △ ２８ 
Ⅴその他有価証券評価  
 差額金  

２, ３７１ ０．３ ４, １０２ ０．４ １，７３０ 

Ⅵ為替換算調整勘定  △  ４０７ △ ０．００ △  ４９８ △ ０．００ △ ９１ 
Ⅶ自己株式 ※７ △  ２２１ △ ０．０ △  ２６１ △ ０．０ △ ４０ 

資本合計  ２０６，５７６ ２３．１ ２１４，１７８ ２３．２ ７，６０１ 
負債、少数株主持分       
及び資本合計  ８９２，８５３ １００．０ ９２２，２６１ １００．０ ２９，４０７ 
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連結損益計算書 

  前連結会計年度 
（自 平成１４年２月２１日 
 至 平成１５年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１５年２月２１日 
 至 平成１６年２月２０日） 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

増減 

(△は減) 

(百万円) 

Ⅰ売上高   1,027,140 100.0  1,010,809 100.0 △16,330 
Ⅱ売上原価   761,084 74.1  745,718 73.8 △15,365 

売上総利益   266,055 25.9  265,090 26.2 △964 
Ⅲ営業収入         
１ 不動産賃貸収入  36,042   36,168    
２ 手数料収入  116,730 152,773 14.9 120,590 156,758 15.5 3,985 

営業総利益   418,828 40.8  421,849 41.7 3,020 
Ⅳ販売費及び一般管理費         
１ 貸倒引当金繰入額  1,053   776    
２ 従業員給料手当  101,471   103,115    
３ 賞与引当金繰入額  4,174   4,282    
４ 退職給付引当金繰入額  9,184   9,860    
５ 役員退職慰労引当金繰入額  187   182    
６ 賃借料  78,678   81,965    
７ 減価償却費  30,703   29,675    
８ その他  143,714 369,168 36.0 148,325 378,183 37.4 9,014 

営業利益   49,659 4.8  43,666 4.3 △5,993 
Ⅴ営業外収益         
１ 受取利息  662   684    
２ 受取配当金  191   187    
３ 持分法による投資利益    310     286    
４ 受取営業補償金  ―   437    
５ その他  1,626 2,791 0.3 1,534 3,129 0.4 337 

Ⅵ営業外費用         
１ 支払利息  3,545   3,253    
２ 解約損害金    1,183     3,422    
３ その他  477 5,206 0.5 865 7,541 0.8 2,335 

経常利益   47,245 4.6  39,254 3.9 △7,990 
Ⅶ特別利益         
１ 固定資産売却益  308   948    
２ 投資有価証券売却益  170   1,713    
３ 貸倒引当金戻入額  83   ―    
４ 前期損益修正益  385   ―    
５ 受取補償金  456   278    
６ その他  51 1,455 0.1 221 3,162 0.3 1,707 

Ⅷ特別損失         
１ 固定資産処分損  4,990   6,862    
２ 店舗閉鎖損  661   2,621    
３ 投資有価証券評価損  2,525   562    
４ 貸倒引当金繰入額  63   83    
５ 早期退職者退職金  623   51    
６ その他  1,409 10,273 1.0 2,265 12,445 1.2 2,171 

税金等調整前当期純利益   38,426 3.7  29,971 3.0 △8,454 
法人税、住民税及び事業税  21,014   16,210    
法人税等調整額  △3,039  17,974 1.7 △1,697  14,512 1.4 △3,462 

少数株主帰属利益   7,907 0.8  5,631 0.6 △2,275 

当期純利益   12,544 1.2  9,827 1.0 △2,716 
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連結剰余金計算書 

  前連結会計年度 
（自 平成１４年２月２１日 
至 平成１５年２月２０日） 

当連結会計年度 
（自 平成１５年２月２１日 
至 平成１６年２月２０日） 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

（資本剰余金の部）      
Ⅰ資本剰余金期首残高      
 資本準備金期首残高  49,485 49,485 49,485 49,485 
Ⅱ資本剰余金期末残高   49,485  49,485 
      
（利益剰余金の部）      
Ⅰ利益剰余金期首残高     146,228 
 連結剰余金期首残高  136,765 136,765   
      
Ⅱ利益剰余金増加高      
 当期純利益  12,544 12,544 9,827 9,827 
      
Ⅲ利益剰余金減少高      
 １ 配当金  3,027  3,593  
 ２ 役員賞与  51  191  
 ３ 連結子会社増加に伴う    
   剰余金減少高  ―  3  
 ４ 土地再評価差額金取崩に伴う  
   剰余金減少高  1 3,081 7 3,795 

      
Ⅴ利益剰余金期末残高   146,228  152,260 
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連結キャッシュ・フロー計算書 

  前連結会計年度 
（自 平成14年2月21日 
至 平成15年2月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成15年2月21日 
至 平成16年2月20日） 

増減 

区 分 注記 
番号 

金額 
（百万円） 

金額 
（百万円） （百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
1 税金等調整前当期純利益  ３８，４２６  ２９，９７１  △ 8,454 
2 減価償却費  ３０，７０３  ２９，６７５  △ 1,027 
3 連結調整勘定償却額  １，５１７  １，６９１  173 
4 貸倒引当金の増減額  １１４  △ ５５３  △ 668 
5 退職給付引当金の増減額   ２, ３３２   ４，２２８   1,895 
6 受取利息及び受取配当金  △ ８５４  △ ８７１  △ 17 
7 支払利息  ３，５４５  ３，２５３  △ 292 
8 持分法投資損益  △ ３１０  △ ２８６  24 
9 固定資産処分損  ４，９９０  ６，８６２  1,871 

10 売上債権の増減額   １, ５６３  △ ２，３３０  △ 3,894 
11 たな卸資産の増減額   １，５７５   １，１８２  △ 393 
12 仕入債務の増減額  ８２６  △ １，２２３  △ 2,049 
13 未払金の増減額  ５，１３１  △ ９１７  △ 6,049 
14 役員賞与の支払額  △ １０９  △ ２７２  △ 162 
15 その他  △ ３，７１９  １１，０２６  14,745 

小  計  ８５，７３５  ８１，４３５  △ 4,299 
16 利息及び配当金の受取額   ８７５   ９１９  44 
17 利息の支払額  △ ３，４３６  △ ３，１６４  271 
18 法人税等の支払額  △ ２３，０８７  △ １９，９２６  3,160 
営業活動によるキャッシュ・フロー  ６０，０８７  ５９，２６３  △ 823 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       
1 有形固定資産の取得による支出  △ ３２，９３８  △ ３４，２５１  △ 1,312 
2 有形固定資産の売却による収入    １，９６８    ２，１８８  219 
3 差入保証金支出  △ ９，８５７  △ １０，０５２  △ 194 
4 差入保証金回収収入  ６，７８８  ７，７１３  925 
5 新規連結子会社の取得による支出  △ ４４９  ―  449 
6 新規連結子会社の取得による収入  ―  １５８  158 
7 営業譲受けによる支出  ―  △ ５，４２４  △ 5,424 
8 定期預金の預入による支出  △ ３９５  △ ３２８  67 
9 定期預金の払戻による収入  ３，６５１  ５５５  △ 3,096 

10 その他  △ １４，６２７  △ ５，６９１  8,935 
投資活動によるキャッシュ・フロー  △ ４５，８５９  △ ４５，１３２  726 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
1 短期借入金の純増減額  △ １０，６１６  ３，２０１  13,818 
2 コマーシャルペーパー純増減額  １４，０００  ―  △ 14,000 
3 長期借入れによる収入  １９，３００  １０，１００  △ 9,200 
4 長期借入金の返済による支出  △ ９，４３０  △ １０，８２７  △ 1,396 
5 社債の発行による収入  ―  １０，０００  10,000 
6 社債の償還による支出      △ １８，０００  △ １０，０００  8,000 
7 預り保証金の純増減額  △ １，１９５  △ １，７３５  △ 539 
8 配当金の支払額  △ ３，０２７  △ ３，５９３  △ 565 
9 少数株主への配当金の支払額  △ １，７５５  △ １，８８７  △ 131 

10 その他  △ ３８３  ８５５  1,239 
財務活動によるキャッシュ・フロー   △ １１，１１０   △ ３，８８５  7,224 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ４１３  △ ９１  △ 504 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  ３，５３０  １０，１５３   6,622 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ７１，５３４  ７５，０６５  3,530 
Ⅶ 新規連結子会社の 
    現金及び現金同等物の期首残高 

 ―  １３  13 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  ７５，０６５  ８５，２３２  10,166 
       

 



－１３－ 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

1.連結の範囲に関する事項 子会社のうち連結の範囲に含めたの 子会社のうち連結の範囲に含めたの 
 は、次の１９社である。 は、次の２５社である。 
 株式会社 さが美 株式会社 さが美 
 株式会社 ユーストア 株式会社 ユーストア 
 株式会社 ユーライフ 株式会社 ユーライフ 
 株式会社 ハーツ 株式会社 ハーツ 
 株式会社 シーアンドエス 株式会社 シーアンドエス 
 サークルケイ・ジャパン株式会社 サークルケイ・ジャパン株式会社 
 株式会社サンクスアンドアソシエイツ シーケー東北株式会社 
 株式会社 モリエ 株式会社サンクスアンドアソシエイツ 
 株式会社 パレモ 株式会社 モリエ 
 ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 株式会社 パレモ 
 株式会社 ラフォックス   株式会社 鈴丹 
 株式会社 ユニーカードサービス ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．，ＬＩＭＩＴＥＤ 

 株式会社 サン総合メンテナンス 株式会社 ラフォックス 
 東名クラウン開発株式会社 株式会社 ユニーカードサービス 
 青木ヶ原高原開発株式会社 株式会社 サン総合メンテナンス 
 株式会社 九州さが美 東名クラウン開発株式会社 
 株式会社 東京和裁 青木ヶ原高原開発株式会社 
 株式会社 匠美 株式会社 永谷美笠和装服飾総合研究所 
 株式会社 エス・ジー・リテイリング 株式会社 九州さが美 
  株式会社 東京和裁 
  株式会社 匠美 
  株式会社 エス・ジー・リテイリング 
  株式会社 東京ますいわ屋 
  鈴丹時装有限公司 
  鈴丹ビックス株式会社 
   
 株式会社エス・ジー・リテイリングは  シーケー東北株式会社、株式会社鈴丹 
 、新たに株式を購入し子会社となったた 、鈴丹時装有限公司、鈴丹ビックス株式 
 め、当連結会計年度より連結範囲に含め 会社は、株式を取得したことにより、株 
 た。 式会社さが美きもの文化学苑は、経営戦 
  略上の重要性が増したことにより、また、 
  株式会社九州さが美は、新たに会社を設 
  立したため、当連結会計年度より連結の 
  範囲に含めた。 
  なお、株式会社東京ますいわ屋は、株 
  式会社さが美きもの文化学苑が、株式会 
  社永谷美笠和装服飾総合研究所は、旧株 
  式会社九州さが美が社名変更したもので 
  ある。 
   
 連結の範囲から除外した子会社は、 連結の範囲から除外した子会社は、 
 株式会社ユニーサービスほか１８社で 株式会社ユニーサービスほか１６社で 
 あるが、これらの非連結子会社は、いず あるが、これらの非連結子会社は、いず 
 れも小規模であり、総資産、売上高、持 れも小規模であり、総資産、売上高、持 
 分に見合う当期純利益及び持分に見合う 分に見合う当期純利益及び持分に見合う 
 利益剰余金の合計額は、いずれも連結財 利益剰余金の合計額は、いずれも連結財 
 務諸表に重要な影響を及ぼしていない。 務諸表に重要な影響を及ぼしていない。 
   



－１４－ 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

2.持分法の適用に関する 非連結子会社１９社及び関連会社２１ 非連結子会社１７社及び関連会社２０ 
事項 社のうち非連結子会社である株式会社 社のうち非連結子会社である株式会社 

 ユニーサービス並びに関連会社であるカ ユニーサービス並びに関連会社であるカ 
 ネ美食品株式会社及び株式会社センダン ネ美食品株式会社及び株式会社センダン 
 トジャパンに対する投資について、持分 トジャパンに対する投資について、持分 
 法を適用している。 法を適用している。 
  なお、カネ美食品株式会社については  
 、新たに株式を追加取得したことから、  
 当連結会計年度より持分法適用の関連会  
 社に含めている。  
   
 持分法を適用していない会社は非連結 持分法を適用していない会社は非連結 

 子会社株式会社東京インセンスほか１７ 子会社株式会社東京インセンスほか１５ 
 社及び関連会社１９社であり、これら 社及び関連会社１８社であり、これら 
 ３７社の持分に見合う当期純損益及び持 ３４社の持分に見合う当期純損益及び持 
 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 分に見合う利益剰余金の合計は少額であ 
 り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし り、連結財務諸表に重要な影響を及ぼし 
 ていない。 ていない。 
   

3.連結子会社の事業年度に 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 連結子会社のうち、ＵＮＹ（ＨＫ）ＣＯ．， 
関する事項 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 ＬＩＭＩＴＥＤの決算日は１１月３０日、 

 株式会社シーアンドエス、サークルケイ 鈴丹時装有限公司の決算日は１２月３１ 
 ・ジャパン株式会社、株式会社サンクス 日、株式会社シーアンドエス、サークル 
 アンドアソシエイツ、株式会社ユニーカ ケイ・ジャパン株式会社、シーケー東北 
 ードサービス及び青木ヶ原高原開発株式 株式会社、株式会社サンクスアンドアソ 
 会社の決算日は２月末日であり、連結財 シエイツ、株式会社鈴丹、株式会社ユニ 
 務諸表の作成に当たっては、各連結子会 ーカードサービス、青木ヶ原高原開発株 
 社の決算日の決算財務諸表を使用して 式会社及び鈴丹ビックス株式会社の決算 
 いる。 日は２月末日であり、連結財務諸表の作 
 ６社については、連結決算日との間に 成に当たっては、各連結子会社の決算日 
 生じた連結会社間取引につき、連結上必 の決算財務諸表を使用している。 
 要な調整を行っている。 １０社については、連結決算日との間 
  に生じた連結会社間取引につき、連結上 
  必要な調整を行っている。 
   

  4.会計処理基準に関する 
事項   

（１）重要な資産の評価 有価証券 有価証券 
基準及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 
 ……決算日の市場価格等に基づく ……同  左 
 時価法（評価差額は全部資本  
 直入法により処理し、売却原  
 価は移動平均法により算定し  
 ている。）  
   
 時価のないもの 時価のないもの 
 ……移動平均法による原価法 ……同  左 
   
 たな卸資産………販売用不動産及び一部 たな卸資産………同  左 
 宝石については個別法による原価法  
 、その他商品については売価還元法  
 による原価法、貯蔵品については最  
 終仕入原価法による原価法を採用し  

 ている。  
   



－１５－ 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

（２）重要な減価償却資産 有形固定資産の減価償却の方法………国 有形固定資産の減価償却の方法……… 
の減価償却の方法 内連結会社は、定率法を採用してい 同  左 

 る。  
 但し、平成１０年４月１日以降取得  
 の建物（建物附属設備は除く。）に  
 ついては定額法を採用している。  
 また、取得価額が１０万円以上２  
 ０万円未満の資産については、３年  
 均等償却を実施している。  
 在外連結子会社は、定額法を採用  
 している。  
   
 無形固定資産の減価償却の方法………定 無形固定資産の減価償却の方法……… 
 額法を採用している。 同  左 
 なお、自社利用のソフトウェアに  
 ついては、社内における見込利用可  
 能期間（５年）に基づく定額法を採  
 用している。  

   
（３）重要な引当金の計上 貸倒引当金………債権の貸倒による損失 貸倒引当金………同  左  

基準 に備えるため一般債権については貸  
 倒実績率により、貸倒懸念債権等特  
 定の債権については個別に回収可能  
 性を検討し、回収不能見込額を計上  
 している。  
   
 賞与引当金………従業員の賞与の支払に 賞与引当金………同  左 
 備えるため、主に支給見込額のうち  
 当期期間対応額を計上している。  
   
    店舗等退店損失引当金………連結子会社 
    １社については、新中期経営計画に 
  従い退店する店舗等に係る退店損失 
  に備えるため、翌事業年度以降の損 
    失発生見込額を計上している。 
   

 退職給付引当金………従業員の退職給付 退職給付引当金………従業員の退職給付 
 に備えるため、当連結会計年度末に に備えるため、当連結会計年度末に 
 おける退職給付債務及び年金資産の おける退職給付債務及び年金資産の 
 見込額に基づき計上している。 見込額に基づき計上している。 
  過去勤務債務は、その発生時の従  過去勤務債務は、その発生時の従 
 業員の平均残存勤務期間以内の一定 業員の平均残存勤務期間以内の一定 
 の年数（10 年）による定額法により の年数（10 年）による定額法により 
 費用処理している。 費用処理している。 
  数理計算上の差異は、その発生時  数理計算上の差異は、その発生時 
 の従業員の平均残存勤務期間以内の の従業員の平均残存勤務期間以内の 
 一定の年数（8 年～10 年）による定 一定の年数（5 年～10 年）による定 
 額法により翌連結会計年度から費用 額法により翌連結会計年度から費用 
 処理している。 処理している。 
   また、連結子会社１社については、 
  会計基準変更時差異を 15 年により 
  按分した額を費用処理している。 
   



－１６－ 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 役員退職慰労引当金………親会社及び連 役員退職慰労引当金………親会社及び連 
 結子会社１６社については、内規に 結子会社１７社については、内規に 
 基づく期末要支払額を計上している 基づく期末要支払額を計上している 
 。 。 
   
（４）重要なリース取引の リース物件の所有権が借主に移転する 同    左 

処理方法 と認められるもの以外のファイナンス・  
 リース取引については、通常の賃貸借取  
 引に係る方法に準じた会計処理によって  
 いる。  
   

（５）重要なヘッジ会計の ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 
方法   原則として繰延ヘッジ処理によって   同  左 

  いる。なお、振当処理の要件を満たし  
  ている為替予約及び通貨オプションに  
  ついては振当処理に、特例処理の要件  
  を満たしている金利スワップ及び金利  
  キャップについては、特例処理によっ  
  ている。  
   
 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 
   当連結会計年度にヘッジ会計を適用   同  左 
  したヘッジ手段とヘッジ対象は以下の  
  とおりである。  

  ａ.ヘッジ手段……為替予約・通貨オプ  ａ.ヘッジ手段……同  左 
           ション           
    ヘッジ対象……商品輸入による外貨    ヘッジ対象……同  左 
           建買入債務取引           
  ｂ.ヘッジ手段……金利スワップ・金利  ｂ.ヘッジ手段……同  左 
           キャップ           
    ヘッジ対象……借入金    ヘッジ対象……同  左 

   
 ヘッジ方針 ヘッジ方針 
   将来の為替相場の変動による損失を   同  左 
  回避する目的で、為替予約取引及び通  
  貨オプション取引を利用している。  

   また、将来の金利変動による損失を  
  回避する目的で、金利スワップ取引及  
  び金利キャップ取引を利用している。  
   
 ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段   同  左 
  の相場変動を半期ごとに比較し、両者  

  の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効  
  性を評価している。ただし、特例処理  
  によっている金利スワップ及び金利キ  
  ャップについては、有効性の評価を省  
  略している。  
   
（６）消費税等の処理方法 税抜方式を採用している。 同    左 
   
   



－１７－ 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

（７）在外連結子会社の採 在外連結子会社の採用する会計処理基 同    左 
用する会計処理基準 準は、現地において一般に公正妥当と認  

 められる会計基準に従っているが、親会  
 社が採用している基準と重要な差異はな  
 い。  
   
   
5.連結子会社の資産及び負 連結子会社の資産及び負債の評価につ 同    左 
 債の評価に関する事項 いては、全面時価評価法を採用している。  
   
   
6.連結調整勘定の償却に関 連結調整勘定の償却については、原則 同    左 

する事項 として５年間の均等償却を行っている。  
 なお、株式会社サンクスアンドアソシ  
 エイツに係る連結調整勘定は２０年間で  
 均等償却している。  
   
   
   
7.利益処分項目等の取扱い 連結剰余金計算書は、連結会社の利益 同    左 

に関する事項 処分について連結年度中に確定した利益  
 処分に基づいて作成している。  
   
   
8.連結キャッシュ・フロー 連結キャッシュ・フロー計算書におけ 同    左 

計算書における資金の る資金（現金及び現金同等物）は、手許  
範囲 現金、随時引き出し可能な預金及び容易  

 に換金可能であり、かつ、価値の変動に  
 ついて僅少なリスクしか負わない取得日  
 から３ヶ月以内に満期の到来する短期投  
 資からなる。  
   
   
9.追加情報   
（１）退職給付会計 当社及び 2 社を除く国内連結子会社は 当社及び 9 社を除く国内連結子会社は 
 、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚 、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚 
 生年金基金の代行部分について、平成１ 生年金基金の代行部分について、平成１ 
 ５年２月１７日に厚生労働大臣から将来 ５年２月１７日に厚生労働大臣から将来 
 分支給義務免除の認可を受けた。 分支給義務免除の認可を受けた。 
  なお、当社及び 2 社を除く国内連結子  なお、当連結会計年度末日現在におい 
 会社は、「退職給付会計に関する実務指針 て測定された影響額については、（退職給 
 （中間報告）」（日本公認会計士協会会計 付関係）に記載している。 
 制度委員会報告第１３号）第４７－２項  
 に定める経過措置を適用していない。  
  同実務指針第４７－２項に定める経過  
 措置を適用するとした場合に見込まれる  
 影響額については、（退職給付関係）に記  
 載している。  
   
   
   



－１８－ 

 

項  目 前連結会計年度 当連結会計年度 

（２）自己株式及び法定準備  当連結会計年度から「自己株式及び法    
   金の取崩等に関する 定準備金の取崩等に関する会計基準」（    
   会計基準 企業会計基準第１号）を適用している。  
 これによる当連結会計年度の損益に与え  
 る影響はない。  
  なお、連結財務諸表規則の改正により、  
 当連結会計年度における連結貸借対照表  
 の資本の部及び連結剰余金計算書につい  
 ては、改正後の連結財務諸表規則により、  
 作成している。  
   
   
   
（３）１株当たり情報  当連結会計年度から「１株当たり当期    
 純利益に関する会計基準」（企業会計基準    
 第２号）及び「１株当たり当期純利益に  
 関する会計基準の適用指針」（企業会計基  
 準適用指針第４号）を早期適用している。  
  なお、これによる影響額については、  
 （１株当たり情報）に記載している。  
   
   
（４）税効果会計    「地方税等の一部を改正する法律」（平 
    成１５年法律第９号）が平成１５年３月 
  ３１日に公布されたことに伴い、当連結 
  会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負 
  債の計算（平成１７年２月２１日以降に 
  解消が見込まれるものに限る）に使用し 
  た法定実効税率を従来の４１．６％から 
  ４０．２％に変更している。 
   その結果、「繰延税金資産」が９１百万 
  円減少し、当連結会計年度に費用計上さ 
  れた「法人税等調整額」が１８４百万円 
  増加し、「その他有価証券評価差額金」が 
  ８９百万円増加し、「土地評価差額金」が 
  ２３百万円減少し、「再評価に係る繰延税 
  金資産」が４３百万円減少している。 
   
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－１９－ 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度（平成１５年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１６年２月２０日現在） 

※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して ※1 このうち下記のとおり借入金等の担保に供して 

 いる。  いる。 
    
 （担保提供資産）  （担保提供資産） 

 売掛金 1,080 百万円   現金及び預金 110 百万円 

 建物及び構築物（期末簿価） 10,277 百万円   建物及び構築物（期末簿価） 9,541 百万円 

 土地  5,261 百万円   土地  5,261 百万円 

 有価証券 677 百万円   計 14,913 百万円 

  計 17,297 百万円     
        
 （対応債務）   （対応債務）  

 短期借入金 500 百万円  関税・消費税未払債務 6 百万円 

      

 長期借入金（ ）16,285 百万円  長期借入金（ ） 14,788 百万円 

   

1年内返済予定

分を含む 
    

1年内返済予定 

分を含む 
 

  計 16,785 百万円   計 14,794 百万円 
    
※2 有形固定資産の減価償却累計額は２３４，１９８ ※2 有形固定資産の減価償却累計額は２４０，４５９ 

 百万円である。  百万円である。 

    
※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 ※3 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次 

 のとおりである。  のとおりである。 

 投資有価証券     ８，６６８百万円  投資有価証券     ９，００６百万円 

 （株式）  （株式） 

 投資その他の資産その他     ５百万円  投資その他の資産その他     ５百万円 

 （出資金）  （出資金） 
    

4 保証債務 4 保証債務 

 金融機関等からの借入金等に対し、債務保証を行  金融機関等からの借入金及び長期差入保証金返 

 っている。  還請求権の譲渡等に対し、債務保証を行ってい 

   る。 
    
 コンビニエンスストア加盟店 ４，４４７百万円  コンビニエンスストア加盟店 ４，４５３百万円 

 サークルケイ四国㈱ ５０４百万円  サークルケイ四国㈱ ５１７百万円 
 サンクス青森㈱  ２８１百万円  サンクス青森㈱  ３２５百万円 
 ㈱足利モール ２８０百万円  セントラルコンパス㈱ ２５０百万円 
 サンクス西埼玉㈱ ２４９百万円  ㈱足利モール １７０百万円 
    
 UIF(NETHERLANDS)B.V.  UIF(NETHERLANDS)B.V. 
  

(1,550 千 US$) 
１８４百万円 

  

(1,500 千 US$) 
１６０百万円 

 ㈱ウィズクリエーション １４０百万円  芙蓉総合リース㈱ １５２百万円 
 ㈱センダントジャパン １２０百万円  サンクス西埼玉㈱ １３０百万円 
 従業員 ２８百万円  ㈱ユニオンリース １１２百万円 

  計 ６，２３７百万円  ㈱センダントジャパン ９２百万円 
     東武ランドシステム㈱ ２７百万円 
     従業員 １９百万円 

     計 ６，４１４百万円 

       



－２０－ 

 
前連結会計年度（平成１５年２月２０日現在） 当連結会計年度（平成１６年２月２０日現在） 

※５  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す ※５  国内連結子会社１社は、「土地の再評価に関す 

 る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）  る法律」（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号） 

 及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す  及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正す 

 る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号）  る法律」（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第 19 号） 

 に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差  に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差 

 額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した  額金から再評価に係る繰延税金資産を控除した 

 金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計  金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計 

 上している。  上している。 

 再評価の方法  再評価の方法 

  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年    土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年  

  3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に   3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2 条第 4 号に 

  定める路線価および路線価のない土地は第 2   定める路線価および路線価のない土地は第 2 

  条第 3 号に定める固定資産税評価額に基づい   条第 3 号に定める固定資産税評価額に基づい 

 て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って  て、奥行き価格補正等の合理的な調整を行って 

  いる。   いる。 

 再評価を行った年月日   平成 14年 2月20日  再評価を行った年月日   平成 14 年 2 月 20日 

 当該事業用土地の当期末における時価と  当該事業用土地の当期末における時価と 

 再評価後の帳簿価額との差額  △ 215百万円  再評価後の帳簿価額との差額  △ 415 百万円 

    

    

    

※６  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２ ※６  当社の発行済株式総数は、普通株式１８９，２ 

 ９５千株である。  ９５千株である。 

    

※７  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 ※７  連結会社及び持分法を適用した関連会社が保 

 有する自己株式の数は、普通株式１９３千株であ  有する自己株式の数は、普通株式２３５千株であ 

 る。  る。 

    

 



－２１－ 

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成１４年２月２１日   自 平成１５年２月２１日  
 

（ 
至 平成１５年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１６年２月２０日 

） 
 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に 1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲 

掲記されている科目の金額との関係 記されている科目の金額との関係 

（平成１５年２月２０日現在） （平成１６年２月２０日現在） 

  

現金及び預金勘定 68,890 百万円  現金及び預金勘定 72,460 百万円  

預入期間が３ヶ月を  預入期間が３ヶ月を  

超える定期預金 △ 447 百万円  超える定期預金 △ 330 百万円  

中期国債ファンド 120 百万円  ＭＭＦ等 13,101 百万円  

ＭＭＦ等 6,502 百万円   現金及び現金同等物 85,232 百万円  

 現金及び現金同等物 75,065 百万円      

       

  

2.株式の取得により新たに連結子会社となった会社の 2.株式の取得により新たに連結子会社となった主な会社 

資産及び負債の主な内訳 の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開 株式の取得により新たに連結したことに伴う連結開始 

始時の資産及び負債の主な内訳並びに株式の取得価 時の資産及び負債の主な内訳並びに株式の取得価額と 

 額と取得のための支出（純額）との関係  取得のための支出（純額）との関係 

  

 （株）エス・ジー・リテイリング（平成１４年３月１日現在）  ㈱鈴丹        （平成１６年２月２９日現在） 

 流動資産 248 百万円   流動資産 3,967 百万円  

 固定資産 230 百万円   固定資産 8,671 百万円  

 連結調整勘定 106 百万円   連結調整勘定 617 百万円  

 流動負債 △100 百万円   流動負債 △9,042 百万円  

 固定負債  △475 百万円   固定負債 △2,124 百万円  
   少数株主持分 △588 百万円  
 

エス・ジー・リテイリング社 
株式の取得価額 

    10 百万円 
  鈴丹社株式の取得価額 △1,500 百万円  

   鈴丹社現金及び現金同等物 1,404 百万円  
 

エス・ジー・リテイリング社 
株式取得に伴う借入金返済額 

    475 百万円 
   

   
 差引：鈴丹社取得の 
 ための支出 

 96 百万円 
 

 
エス・ジー・リテイリング社 
現金及び現金同等物 

 △35 百万円 
     

   

 
差引：エス・ジー・リテイリング 
社取得のための支出 

 449 百万円 
 3.営業の譲受けにより増加した資産及び負債の主な内訳 

  流動資産 3,761 百万円  

  固定資産 4,117 百万円  

  営業権 1,500 百万円  

  資産合計 9,380 百万円  

  流動負債 2,894 百万円  

  固定負債 769 百万円  

   負債合計 3,663 百万円  

     

  

 



－２２－ 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 自 平成１４年２月２１日   自 平成１５年２月２１日  
 

（ 
至 平成１５年２月２０日 

） 
  

（ 
至 平成１６年２月２０日 

） 
 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

もの以外のファイナンス・リース取引 もの以外のファイナンス・リース取引 

  

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 

相当額及び期末残高相当額 （単位：百万円）  相当額及び期末残高相当額  （単位：百万円） 

  取得価額 減価償却 期末残高    取得価額 減価償却 期末残高  

  相当額 累計額相当額 相当額    相当額 累計額相当額 相当額  

 器具及び備品 56,108 26,847 29,261   器具及び備品 59,294 32,326 26,968  

 その他 4,199 1,123 3,076   その他 5,139 2,036 3,103  

 合計 60,308 27,971 32,337   合計 64,434 34,362 30,071  

  

②未経過リース料期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 １０，０７３百万円   １ 年 内 ９，６１１百万円  

 １ 年 超 ２３，０５１百万円   １ 年 超 ２１，２５１百万円  

 合   計 ３３，１２５百万円   合   計 ３０，８６２百万円  

  

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 

相当額 相当額 

 支払リース料 １１，０７８百万円   支払リース料 １１，６８７百万円  

 減価償却費相当額 １０，２７３百万円   減価償却費相当額 １０，８８０百万円  

 支払利息相当額 １，０２９百万円   支払利息相当額 ７９８百万円  

  

④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を 

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ 

っている。 っている。 

  

⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース ⑤利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース 

物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、 

各期への配分方法については、利息法によってい 各期への配分方法については、利息法によってい 

る。 る。 

  

2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 2.オペレーティングリース取引に係る未経過リース料 

 １ 年 内 １８，５３３百万円   １ 年 内 １６，０３１百万円  

 １ 年 超 １７６，４９１百万円   １ 年 超 １４８，６９８百万円  

 合   計 １９５，０２４百万円   合   計 １６４，７２９百万円  

  

  

 



－２３－ 

（有価証券関係） 

前連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１５年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ２,６７６ ７,１３７ ４,４６１ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,６３８ ２,６５４ １６ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ５,３１５ ９,７９２ ４,４７７ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ３,８５７ ３,４６０ △ ３９７ 

取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 １,４００ １,３７４ △ ２５ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ４２ △ ６ 

 小計 ５,３０６ ４,８７７ △ ４２９ 

合  計 １０,６２１ １４,６６９ ４,０４８ 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日） 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

４,４１９  １８９  ３３ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１５年２月２０日） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） １,４９６百万円 

中期国債ファンド   １２０百万円 

ＭＭＦ等 ６,５０２百万円 

外国ＣＤ ６７７百万円 

   

  ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１５年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 １0 年超 
区    分 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

(１)債券     

①国債・地方債等 ― ― ―   ― 

②社債 １００ １,８３６ ２,０００ ９２ 

③その他 ― ― ― ― 

(２)その他 ６７７ ― ― ― 

合    計 ７７７ １,８３６ ２,０００ ９２ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について２,１８４百万円、子会社及び関連会社株式について 

３４１百万円の減損処理を行っている。 



－２４－ 

当連結会計年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年２月２０日） 

 取得原価 連結貸借対照表 差  額 

 
種  類 

（百万円） 計上額（百万円） （百万円） 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ５,５２６ １２,５４７ ７,０２０ 

取得原価を超えるもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,０３７ ２,０９８ ６１ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ４８ ５２ ３ 

 小計 ７,６１２ １４,６９８ ７,０８６ 

連結貸借対照表計上額が (１)株式 ３３７ ３０２ △ ３４ 

取得原価を超えないもの (２)債券    

 ①国債・地方債等 ― ― ― 

 ②社債 ２,１１６ ２,０４３ △ ７３ 

 ③その他 ― ― ― 

 (３)その他 ― ― ― 

 小計 ２,４５４ ２,３４５ △ １０８ 

合  計 １０,０６６ １７,０４４ ６,９７７ 

 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日） 

売却額（百万円）  売却益の合計額（百万円）  売却損の合計額（百万円） 

３,３３８  １，７５２  １０ 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１６年２月２０日） 

（１）満期保有目的の債券 

非上場国内債券 ６百万円 

 

（２）その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） １,１９６百万円 

ＭＭＦ等 １３,１０１百万円 

      

  ４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１６年２月２０日） 

１年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 １0 年超 区    分 
（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） 

(１)債券     

①国債・地方債等 ― ― ― ― 

②社債 ５００ ２,４０９ ９５９ ２７８ 

③その他 ― ― ― ― 

(２)その他 ― ― ― ― 

合    計 ５００ ２,４０９ ９５９ ２７８ 

 

５．当連結会計年度において、その他有価証券について４１６百万円、子会社及び関連会社株式について 

１４６百万円の減損処理を行っている。 



－２５－ 

（デリバティブ取引関係） 

１.取引の状況に関する事項 

自 平成１４年２月２１日  自 平成１５年２月２１日 
前連結会計年度 ( 

至 平成１５年２月２０日 
) 

 
当連結会計年度 ( 

至 平成１６年２月２０日 
) 

当社は、外貨建営業取引に係る将来の為替相場の変動  当社及び連結子会社は、外貨建営業取引に係る将来の 
による損失を回避する目的で、為替予約取引及び通貨オ 為替相場の変動による損失を回避する目的で、為替予約 
オプション取引を利用している。 取引及び通貨オプション取引を利用している。 

また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 また、当社及び連結子会社は、長期借入金の支払利息 
に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的で、 に関し、将来の金利変動による損失を回避する目的で、 
金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用してい 金利スワップ取引及び金利キャップ取引を利用してい 
る。 る。 
なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に なお、これらのデリバティブ取引は、為替相場の変動に 
よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し よるリスクまたは、市場金利の変動によるリスクを有し 
ている。 ている。 

また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 また、当社及び連結子会社は大手金融機関を取引相手 
として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは として、デリバティブ取引を行っており、信用リスクは 
ないと判断している。 ないと判断している。 

当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 当社及び連結子会社には、デリバティブ業務に関する 
権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があり 権限規程及び取引限度額等を定めた取引管理規程があ 
、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われて り、これらの規程に基づいてデリバティブ取引が行われ 
いる。 ている。 

また、日常におけるデリバティブ業務については、市 また、日常におけるデリバティブ業務については、市 
場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリバ 場価格の変動に晒されている対象物に対してのみデリ 
ティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社の バティブ取引が行われているかを、当社及び連結子会社 
関連部署でチェックしている。 の関連部署でチェックしている。 
  
  

 

２．取引の時価に関する事項 

前連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 

 

 

当連結会計年度 

当社グループは、ヘッジ会計が適用されているもの以外については、デリバティブ取引を全く利用してい 

ないので、該当事項はない。 



－２６－ 

（退職給付関係） 
 
１．採用している退職給付制度の概要 
  当社及び主な国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度あるいは退職

一時金制度を設けている。 
 

２．退職給付債務に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 15 年 2 月 20 日現在）（百万円） （平成 16 年 2 月 20 日現在）（百万円） 

イ．退職給付債務 △１９３，９４２  △２０１，４４４  
ロ．年金資産 ８２,９４８  ９７,９７９  
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ １１０,９９４  △ １０３,４６４  
ニ．会計基準変更時差異未処理額 ―  １９８  
ホ．未認識数理計算上の差異 ６７,９６３  ５２,２７８  
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △   １５,３４３ (注)２ △   １３,４５７ (注)２ 
ト．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ ５８,３７３  △ ６４,４４４  

 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 15 年 2 月 20 日） （平成 16 年 2 月 20 日） 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し （注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載し 
     ている。      ている。 
   ２．提出会社及び 2 社を除く連結子会社の厚 ２．提出会社及び 9 社を除く国内連結子会社 
     生年金基金の代行部分について、平成１ は、確定給付企業年金法の施行に伴い、 
     ５年２月１７日に厚生労働大臣から将来 厚生年金基金の代行部分について、平成 
     分支給義務免除の認可を受けたことによ １５年２月１７日に厚生労働大臣から将 

     り、過去勤務債務（債務の減額）が発生 来分支給義務免除の認可を受けた。 
     している。  当連結会計年度末日現在において測定 
      また、厚生年金基金代行部分返上に関 された返還相当額（最低責任準備金）は 
     し、「退職給付会計に関する実務指針（中 ５０，５７１百万円であり、当該返還相 
     間報告）」（日本公認会計士協会会計制度 当額（最低責任準備金）の支払が、当連 
     委員会報告１３号）第４７－２項に定め 結会計年度末日に行われたと仮定して、 
     る経過措置を適用していない。 「退職給付会計に関する実務指針（中間 
      なお、同実務指針第４７－２項に定め 報告）」（日本公認会計士協会会計制度委 

     る経過措置を適用するとした場合の損益 員会報告第１３号）第４４－２項を適用 
     に与える影響額は、特別利益３０，６０ した場合に生ずる損益は、特別利益３４， 
     ０百万円と見込まれる。 ７２０百万円が見込まれる。 
  

３．退職給付費用に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
 (自平成14年2月21日 至平成15年2月20日) (自平成15年2月21日 至平成16年2月20日) 

 （百万円） （百万円） 
イ．勤務費用 ６,２１４ （注） ３,７９１ （注） 
ロ．利息費用 ４,８９３  ３,９１４  
ハ．期待運用収益 △   ３,６２９  △   ３,３２７  
ニ．数理計算上の差異の費用処理額 ２,６４５  ７,１１０  
ホ．過去勤務債務の費用処理額 △ ９３９  △   １,６２８  
ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） ９,１８４  ９,８６０  

 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
 （平成 15 年 2 月 20 日） （平成 16 年 2 月 20 日） 

（注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し 
   ている。    ている。 
  



－２７－ 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

 (自平成14年2月21日 至平成15年2月20日) (自平成15年2月21日 至平成16年2月20日) 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 
   
ロ．割引率 ２．０％ １．５％～２．５％ 
 なお、期首割引率は３．０％である。 なお、期首割引率は２．０％である。 
   
ハ．期待運用収益率 ４．０％ ３．０％～４．０％ 
   
ニ．過去勤務債務の処理年数 １０年（発生時の従業員の平均残存 １０年（発生時の従業員の平均残存 
 勤務期間以内の一定の年数による 勤務期間以内の一定の年数による 
 定額法による。） 定額法による。） 
   
ホ．数理計算上の差異の処理年数 ８年～１０年（発生時の従業員の平 ５年～１０年（発生時の従業員の平 
 均残存勤務期間以内の一定の年数 均残存勤務期間以内の一定の年数 
 による定額法により翌連結会計年 による定額法により翌連結会計年 
 度から費用処理することとしてい 度から費用処理することとしてい 
 る。） る。） 
   
へ．会計基準変更時差異の処理年数    連結子会社１社については、１５年 
    で処理している。 
   
   
   

 



－２８－ 

（税効果会計関係） 
前連結会計年度 当連結会計年度 

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 
（1）流動の部 （1）流動の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
 未払金否認 1,231 百万円  繰越欠損金 3,520 百万円  
 賞与引当金限度超過 1,095 百万円  賞与引当金限度超過 1,449 百万円  
 未払事業税 1,080 百万円  従業員厚生費拠出金 673 百万円  
 従業員厚生費拠出金 686 百万円  未払金否認 666 百万円  
 その他 1,031 百万円  その他 2,339 百万円  
 繰延税金資産小計 5,125 百万円  繰延税金資産小計 8,648 百万円  
 評価性引当額 △ 22 百万円  評価性引当額 △2,971 百万円  
 繰延税金資産合計 5,102 百万円  繰延税金資産合計 5,676 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △  16 百万円   繰延税金負債との相殺 △  0 百万円  
 繰延税金資産の純額 5,085 百万円   繰延税金資産の純額 5,676 百万円  
  
繰延税金負債 繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △  16 百万円   その他有価証券評価差額金 △  0 百万円  
 その他 △  0 百万円   繰延税金負債合計   0 百万円  
 繰延税金負債合計 16 百万円   繰延税金資産との相殺 △  0 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △  16 百万円   繰延税金負債の純額   －百万円  
 繰延税金負債の純額   －百万円      

  
（2）固定の部 （2）固定の部 

繰延税金資産 繰延税金資産 
 退職給付引当金限度超過 24,090 百万円   退職給付引当金限度超過 26,425 百万円  
 投資有価証券評価損 3,066 百万円   繰越欠損金 6,372 百万円  
 長期前受収益否認 2,513 百万円   投資有価証券評価損 3,178 百万円  
 未実現利益 1,247 百万円   長期前受収益否認 2,129 百万円  
 長期貸倒引当金限度超過 951 百万円   長期貸倒引当金限度超過 2,012 百万円  
 その他  2,627百万円   その他  2,940 百万円  
 繰延税金資産小計 34,495 百万円   繰延税金資産小計 43,059 百万円  
 評価性引当額 △1,488百万円   評価性引当額 △8,905 百万円  
 繰延税金資産合計 33,007 百万円   繰延税金資産合計 34,153 百万円  
 繰延税金負債との相殺 △4,619百万円   繰延税金負債との相殺 △5,700 百万円  
 繰延税金資産の純額 28,387 百万円   繰延税金資産の純額 28,453 百万円  
        
繰延税金負債 繰延税金負債 
 固定資産圧縮積立金 △2,703百万円   その他有価証券評価差額金 △2,806 百万円  
 その他有価証券評価差額金 △1,682百万円   固定資産圧縮積立金 △2,750 百万円  
 その他 △ 239百万円   その他 △ 202 百万円  
 繰延税金負債合計 4,625 百万円   繰延税金負債合計 5,760 百万円  
 繰延税金資産との相殺 △4,619百万円   繰延税金資産との相殺 △5,700 百万円  
 繰延税金負債の純額 5 百万円   繰延税金負債の純額 59 百万円  
        
2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との差異原因 率との差異原因 
  
 法定実効税率 ４１．６％   法定実効税率 ４１．６％  
 （調整）    （調整）   
 住民税均等割等 ２．１％   住民税均等割等 ３．２％  
 連結調整勘定償却 １．６％   連結調整勘定償却 ２．３％  
 交際費等損金不算入額 ０．８％   交際費等損金不算入額 ０．７％  
 その他 ０．７％   その他 ０．６％  
 税効果会計適用後の    税効果会計適用後の   
     法人税等の負担率 ４６．８％       法人税等の負担率 ４８．４％  
  
  



－２９－ 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 

前連結会計年度（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日）           

 
 

総合小売業 
コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        

（１）外部顧客に対する        
営業収益 912,904 158,313 95,025 13,669 1,179,913 － 1,179,913 

（２）セグメント間の        
内部営業収益  4,016 － 1 15,181 19,200 (19,200) － 

又は振替高        
計 916,920 158,313 95,027 28,851 1,199,113 (19,200) 1,179,913 
営業費用 894,885 134,893 92,320 27,363 1,149,463 (19,209) 1,130,253 
営業利益 22,035 23,420 2,707 1,487 49,650 9 49,659 
Ⅱ資産、減価償却費及び        

資本的支出        
資産 573,576 205,394 66,536 75,155 920,662 (27,809) 892,853 
減価償却費 19,408 9,095 1,306 893 30,703 －  30,703 
資本的支出 22,944 11,018 1,343 783 36,089 － 36,089 

 

当連結会計年度（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日）           

 
総合小売業 

コンビニエ 
ンスストア 

専門店 その他 計 
消去又は 
全  社 

連  結 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

Ⅰ営業収益及び営業損益        
営業収益        

（１）外部顧客に対する        
営業収益 881,147 169,501 101,744 15,175 1,167,568 － 1,167,568 

（２）セグメント間の        
内部営業収益  3,660 － － 15,465 19,126 (19,126) － 

又は振替高        
計 884,808 169,501 101,744 30,640 1,186,694 (19,126) 1,167,568 
営業費用 867,849 147,863 99,151 28,193 1,143,057 (19,155) 1,123,901 
営業利益 16,958 21,638 2,593 2,446 43,636 29 43,666 
Ⅱ資産、減価償却費及び        

資本的支出        
資産 567,873 214,051 87,477 81,694 951,097 (28,836) 922,261 
減価償却費 18,425 8,878 1,464 907 29,675 －  29,675 
資本的支出 25,529 10,887 4,960 998 42,375 － 42,375 

 



－３０－ 

（注）１．事業区分の方法 

事業の区分の方法は、グループ内の事業展開を基準として区分している。 

２．各事業区分の主要な内容 

・総合小売業…………………… 衣料品、住居関連品、食料品等の小売業 

・コンビニエンスストア……… フランチャイズシステムを主とするコンビニエンスストア事業 

・専門店………………………… 呉服、婦人服、紳士服等の専門小売業 

・その他………………………… クレジットの取扱業務、警備・清掃・保守業務、不動産事業等 

３．営業収益は、売上高及び営業収入の合計額である。 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



－３１－ 

 

【所在地別セグメント情報】 
 

前連結会計年度（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％ 

を超えているため、所在地別セグメントの情報の記載を省略している。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成１４年２月２１日 至平成１５年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

当連結会計年度（自平成１５年２月２１日 至平成１６年２月２０日） 

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

 

 

【関連当事者との取引】 

 

該当事項なし。 

 

 
（１株当たり情報） 

項    目 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり純資産額 １，０９１円４０銭  １，１３２円０１銭  
     
１株当たり当期純利益 ６５円２９銭  ５１円１３銭  
     
  当連結会計年度から「１株当たり当期純  
 利益に関する会計基準」（企業会計基準第２  
 号）及び「１株当たり当期純利益に関する  
 会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指  
 針第４号）を早期適用している。  
  なお、同会計基準及び適用指針を前連結  
 会計年度に適用した場合の１株当たり情報  
 については、以下のとおりである。  
 １株当たり純資産額   1,045 円 75 銭  
 １株当たり当期純損失  △ 90 円 27 銭  
   
（注）1.潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載していない。 
      2.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 
 
 前連結会計年度 当連結会計年度 
１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） １２，５４４  ９，８２７  
普通株主に帰属しない金額（百万円） １９１  １６０  
（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） １９１  １６０  
普通株式に係る当期純利益（百万円） １２，３５２  ９，６６７  
普通株式の期中平均株式数（千株） １８９，１８６  １８９，０８０  
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平成１６年４月１５日 

ユニー㈱ 平成１６年２月期 決算参考資料 

１．連結決算 

①連結決算の業績                         
 平成１６年２月期 前 期 比 前年比 予想(中間決算時)比 

営 業 収 益 
営業総利益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

１， １６７，５６８百万円 
４２１，８４９百万円 
４３，６６６百万円 
３９，２５４百万円 
９，８２７百万円 

▲１２，３４５百万円 
３，０２１百万円 

▲５，９９３百万円 
▲７，９９１百万円 
▲２，７１７百万円 

９９．０％ 
１００．７％ 
８７．９％ 
８３．１％ 
７８．３％ 

▲２，１３２百万円 
  ― 

▲２，０３４百万円 
▲１，１４６百万円 

▲４７３百万円 

※少数株主利益 ５，６３１百万円（前期比 ▲２，２７６百万円、前年比 ▲２８．８％） 
※連結決算の営業収益は、２期連続の減収です 
※連結決算の営業利益・経常利益は、平成１３年２月期以来、３年ぶりの減益です 
※連結決算における営業収益の過去最高は、１，１８１，２１９百万円（平成１４年２月期） 
※連結決算における過去最高利益は、営業利益４９，６５９百万円（平成１５年２月期） 
                 経常利益４７，２４５百万円（平成１５年２月期） 
                 当期利益１２，８３７百万円（平成１０年２月期） 
 
②連結子会社の主な増加   ㈱鈴丹（本社：名古屋市昭和区⇒期末より連結のため、Ｂ／Ｓのみ連結） 
              ㈱東京ますいわ屋（本社：東京都中央区） 
              シーケー東北㈱（本社：青森県青森市） 
 
③セグメント別の業績                       [単位：百万円] 

 営 業 収 益 前 年 比 営 業 利 益 前 年 比 

総 合 小 売 業 ８８４，８０８ ９６．５％ １６，９５８ ７７．０％ 
コンビニエンスストア １６９，５０１ １０７．１％ ２１，６３８ ９２．４％ 
専 門 店 １０１，７４４ １０７．１％ ２，５９３ ９５．８％ 
そ の 他 ３０，６４０ １０６．２％ ２，４４６ １６４．５％ 

計 １，１８６，６９４ ９９．０％ ４３，６３６ ８７．９％ 

消 去 又 は 全 社 ▲１９，１２６    ― ３０    ―  

連 結 計 １，１６７，５６８ ９９．０％ ４３，６６６ ８７．９％ 

④セグメント別の主な個別会社の情報 [単位：百万円] 
○総合小売業＜特勤者＝嘱託社員＋パートタイマー（換算）＋アルバイト（換算）＞ 

 ユ ニ ー ユーストア ユニー香港 

営業収益（前年比） 720,214(▲4.8) 153,630(＋3.3) 11,707(▲6.4) 
直営売上高（前年比） 691,055(▲4.9) 147,360(＋3.3) 11,673(▲6.3) 
営業利益（前年比） 12,853(▲23.6) 3,801(▲23.3) 299(＋15.4) 
経常利益（前年比） 13,010(▲24.0) 3,626(▲23.5) 311(▲7.4) 
当期利益（前年比） 5,438(▲23.6) 2,000(▲26.0) 252(▲14.9) 
既存店伸長率 ９６．５％ ９７．７％ ９９．３％ 

期末店舗数 １５１店 ７１店 １店 
 期中開店店舗数 ６店 ５店    ― 
 期中閉店店舗数 ９店     ―    ― 

投資額 ２６，６４８ ３，７２５ １５ 

期中開店店舗の売場面積 24,877 ㎡ 20,244 ㎡    ― 
期末売場面積 1,228,490 ㎡ 287,498 ㎡ 16,460 ㎡ 

期末社員数 ５，５１４人 １，０１０人 ３３２人 
期中平均特勤者数 １９，３７３人 ３，９２７人 ８９人 



 2

○コンビニエンスストア 
 Ｃ＆S 連結 サークルＫ サンクスＡＡ 

営業収益（前年比） 169,501(＋7.1) 92,908(▲0.2) 67,966(＋4.2) 
直営売上高（前年比） 55,147(17.2) 34,841(▲3.1) 12,979(＋16.7) 
営業利益（前年比） 22,435(▲7.2) 14,030(▲0.5) 10,305(▲5.7) 
経常利益（前年比） 19,701(▲16.4) 12,615(▲8.3) 9,060(▲15.0) 
当期利益（前年比） 7,651(▲33.4) 6,083(▲18.1) 3,501(▲27.6) 
既存店伸長率 ― ９５．３％ ９５．８％ 

期末店舗数（①＋②＋③） ― ２，９１７店 ３，２３５店 
①直営 ― ２２４店 ７８店 
②フランチャイジー ― ２，４２７店 ２，１２２店 
③エリア ― ２６６店 １，０３５店 
投資額 ― ９，４６６ ５，４３９ 

期末社員数 ２３人 ９４６人 ９２８人 
期中平均特勤者数 ― １７６人 １１３人 

○専門店 
 さが美連結 パ レ モ モ リ エ ラフォックス 

営業収益（前年比） 61,577(＋9.5) 28,502(＋7.9) 9,592(▲4.8) 2,071(▲10.0) 
直営売上高（前年比） 61,163(＋9.5) 28,175(＋7.9) 9,347(▲4.7) 2,044(▲10.3) 
営業利益（前年比） 1,099(▲28.5) 1,445(＋41.8) 37(▲79.9) 17(―) 
経常利益（前年比） 1,217(▲22.7) 1,506(＋50.6) 63(▲63.2) 25(―) 
当期利益（前年比） 292(▲9.7) 698(＋57.6) ▲7(―) 23(―) 
既存店伸長率（単体） ※９５．０％ １０１．４％ ９５．３％ ９３．１％ 

期末店舗数 ４９４店 ４０９店 １５６店 １６店 
 期中開店店舗数 ３８店 ４７店 １１店 ― 
 期中閉店店舗数 １７店 １６店 ７店 ― 

投資額 ９６２ １，２２４ １３６ ６ 

期中開店店舗の売場面積 2,461 ㎡ 8,408 ㎡ 1,101 ㎡ ― 
期末売場面積 64,993 ㎡ 66,304 ㎡ 19,589 ㎡ 9,462 ㎡ 

期末社員数 １，３１６人 １５３人 ３３人 ２９人 
期中平均特勤者数 １，８１７人 １，５９０人 ６２６人 ９１人 

※さが美単体の既存店伸長率 
○その他 
 ﾕﾆｰｶｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ 青木ケ原高原開発 

営業収益（前年比） 10,440(＋18.2) 675(＋0.3) 
営業利益（前年比） 1,900(＋94.7) ▲7(－) 
経常利益（前年比） 1,945(＋89.6) 77(▲45.0) 
当期利益（前年比） 1,121(＋99.2) 44(▲68.3) 

カード会員数（前年比） 185.7 万人(＋18.4)     ― 

 
⑤連結決算 販管費の主な項目 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 前年比 

人 件 費 １４９，７７９百万円 １４７，０１４百万円 １０１．９％ 
広 告 費 ３２，５９８百万円 ３０，７３８百万円 １０６．１％ 
賃 借 料 ８１，９６５百万円 ７８，６７８百万円 １０４．２％ 
減 価 償 却 費 ２９，６７５百万円 ３０，７０３百万円 ９６．７％ 
連結調整勘定償却 １，６９１百万円 １，５１７百万円 １１１．５％ 

販 管 計 ３７８，１８３百万円 ３６９，１６８百万円 １０２．４％ 

 



 3

⑥営業外収益の主なもの 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

受 取 利 息 ６８４百万円 ６６２百万円 ２２百万円 
受 取 配 当 金 １８７百万円 １９１百万円 ▲４百万円 
有 価 証 券 売 却 益 ３８百万円 １２百万円 ２６百万円 
持分法による投資利益 ２８６百万円 ３１０百万円 ▲２４百万円 
そ の 他 １，９３４百万円 １，６１６百万円 ３１８百万円 

計 ３，１２９百万円 ２，７９１百万円 ３３８百万円 

 
⑦営業外費用の主なもの 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

支 払 利 息 ３，２５３百万円 ３，５４５百万円 ▲２９２百万円 
そ の 他 ４，２８８百万円 １，６６０百万円 ２，６２８百万円 

計 ７，５４１百万円 ５，２０６百万円 ２，３３５百万円 

 
⑧特別利益の主な項目 
・投資有価証券売却益      １，７１３百万円 
・固定資産売却益          ９４８百万円 
・受取補償金            ２７８百万円 
 
⑨特別損失の主な項目 
・固定資産除却損        ５，９５８百万円 
・店舗閉鎖損          ２，６２１百万円 
・固定資産売却損          ９０３百万円 
・投資有価証券評価損        ５６２百万円 
 
⑩主要子会社の総資産及び借入金                     [単位：百万円] 
 総資産 借入金 

及び社債 
株主資本 ユニーから

の借入金 
有価証券 
含み損益 

ユニー㈱ 
持株比率 

ユニー 514,760 198,505 142,968 － 6,492 － 
ユーストア 75,403 7,850 43,461 － 895 64.28 
ユニー香港 2,207 － 920 － － 100.00 
Ｃ＆Ｓ連結 204,873 500 110,945 － － 47.29 
 サークルＫ 64,217 － 58,846 － 916 47.29 
 サンクスＡＡ 53,874 1,700 37,064 － 83 47.29 
さが美（単体） 51,073 7,310 28,836 3,100 232 54.51 
パレモ 12,860 2,970 3,668 － 3 70.18 
鈴丹（単体） 12,427 7,500 1,298 － － 60.10 
モリエ 4,864 2,040 129 2,040 － 96.25 
ラフォックス 1,224 1,448 ▲892 1,448 － 100.00 
ユニーカードサービス 55,374 35,318 3,676 － 34 91.39 
青木ケ原高原開発(ﾕｰｸﾞﾘｰﾝ) 8,417 10,380 ▲2,077 － － 75.35 
※青木ケ原高原開発の借入金及び社債は預り保証金 
※子会社・関連会社への保証債務としては、 
 ㈱足利モールに対し           １７０百万円 
 ＵＩＦ（ＮＥＴＨＥＲＬＡＮＤＳ）に対し １６０百万円 
 ㈱センダントジャパンに対し        ９２百万円 
 ㈱ラフォックスに対し            ２百万円 
㈱ハーツに対し               １百万円がある 

※ユニー㈱持株比率は間接所有も含む        
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⑪連結決算 有利子負債の内訳 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 

コマーシャルペーパー ４５，０００百万円 ４５，０００百万円 
短 期 借 入 金 ２３，８７０百万円 １４，３８８百万円 
長 期 借 入 金 １３８，０１８百万円 １３７，７４５百万円 
社 債 ５０，０００百万円 ５０，０００百万円 

計 ２５６，８８８百万円 ２４７，１３３百万円 

 
⑫連結決算業績予想 

 平成１７年２月期 前期比 前年比 

営 業 収 益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

１，２１４，０００百万円 
４８，０００百万円 
４４，０００百万円 
１２，０００百万円 

＋４６，４３２百万円 
＋４，３３４百万円 
＋４，７４６百万円 
＋２，１７３百万円 

１０４．０％ 
１０９．９％ 
１１２．１％ 
１２２．１％ 

※少数株主利益 
※退職給付費用 
 
⑫－②連結決算中間予想 

 平成１７年２月期中間 前期比 前年比 

営 業 収 益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

５９９，０００百万円 
２２，９００百万円 
２０，９００百万円 
５，３００百万円 

＋２０，１０４百万円 
＋１，２９９百万円 
＋１，６１２百万円 

＋９１８百万円 

１０３．５％ 
１０６．０％ 
１０８．４％ 
１２０．９％ 

※少数株主利益 
 
⑬連結ベースの設備投資及び減価償却 

 平成１７年２月期 平成１６年２月期 

設備投資 ６８１億円 ４９９億円 
減価償却 ３２１億円 ３１２億円 

※設備投資は工事ベース・経費除く 
 
⑭主要連結子会社の業績予想［単位：百万円］ 
○総合小売業 
 ユ ニ ー ユーストア ユニー香港 

営業収益（前年比） 725,500(＋0.7) 156,350(＋1.8) 11,761(＋0.5) 
営業利益（前年比） 13,100(＋1.9) 3,830(＋0.8) 235(▲21.4) 
経常利益（前年比） 13,500(＋3.8) 3,750(＋3.4) 235(▲24.4) 
当期利益（前年比） 6,500(＋19.5) 2,050(＋2.5) 194(▲23.1) 
既存店伸長率 ９８．０％ ９９．６％ １００．５％ 

期末店舗数 １５９店 ７３店 １店 
 期中開店店舗数 １０店 ２店 ― 
 期中閉店店舗数 ２店 ― ― 

投資額 ４０，０００ ２，９００ ２２ 

期中開店店舗の売場面積 116,821 ㎡ 6,977 ㎡ ― 
期末売場面積 1,319,908 ㎡ 294,475 ㎡ 16,460 ㎡ 

期末社員数 ５，５３５人 １，０５０人 ３１５人 
期中平均特勤者数 ２１，４６５人 ３，９７２人 ８５人 
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○コンビニエンスストア 
 Ｃ＆S 連結 サークルＫ サンクスＡＡ 

営業収益（前年比） 172,530(＋1.8) 90,100(▲3.0) 70,770(＋4.1) 
営業利益（前年比） 24,220(＋8.0) 14,500(＋3.3) 11,270(＋9.4) 
経常利益（前年比） 22,700(＋15.2) 13,780(＋9.2) 10,670(＋17.8) 
当期利益（前年比） 11,300(＋47.7) 7,910(＋30.0) 5,450(＋55.6) 
既存店伸長率 ― ９９．０％ ９９．０％ 

期末店舗数（①＋②＋③） ― ３，０３５店 ３，４０２店 
①直営 ― １９８店 ９１店 
②フランチャイジー ― ２，５６８店 ２，２２６店 
③エリア ― ２６９店 １，０８５店 

投資額 ― ９，４２０ ７，８０４ 

期末社員数 ２３人 ９４０人 ９１１人 
期中平均特勤者数 ― １９１人 １１３人 

 
○専門店 
 さが美連結 パ レ モ 鈴  丹 モ リ エ ラフォックス 

営業収益（前年比） 70,000(＋13.7) 30,500(＋7.0) 23,400(－) 9,918(＋3.4) 2,124(＋2.6) 
営業利益（前年比） 1,720(＋56.5) 1,750(＋21.1) 523(－) 89(＋139.2) 22(＋29.4) 
経常利益（前年比） 1,720(＋41.3) 1,800(＋19.5) 550(－) 100(＋58.7) 29(＋16.0) 
当期利益（前年比） 530(＋81.3) 800(＋14.6) 400(－) 17(－) 25(＋8.7) 
既存店伸長率（単体） ※９５．４％ ９９．０％  ― １０３．５％ １０４．０％ 

期末店舗数 ５３１店 ４３９店 ２８７店 １６３店 １７店 
 期中開店店舗数 ４７店 ４０店 １８店 １０店 １店 
 期中閉店店舗数 １０店 １０店 ２４店 ３店 ― 

投資額 １，０２０ １，３５０ ９８０ １９０ ７５ 

期中開店店舗の売場面積 3,877 ㎡ 5,950 ㎡ 720 ㎡ 1,155 ㎡ 518 ㎡ 
期末売場面積 67,880 ㎡ 70,932 ㎡ 12,734 ㎡ 20,437 ㎡ 9,980 ㎡ 

期末社員数 １，３４０人 １６３人 ３３３人 ３３人 ２９人 
期中平均特勤者数 １，８６０人 １，７０３人 １，０７１人 ６５５人 １００人 

※さが美単体の既存店伸長率 
 
○その他 

 ﾕﾆｰｶｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ 青木ケ原高原開発 

営業収益（前年比） 11,779(＋12.8) 562(▲16.7) 
営業利益（前年比） 2,500(＋31.6) ▲50(－) 
経常利益（前年比） 2,500(＋28.5) ▲40(－) 
当期利益（前年比） 1,350(＋20.4) ▲50(－) 

カード会員数（前年比） 220.0 万人(＋18.5)     ― 
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２．ユニー単体決算 

①通期の業績                              

 平成１６年２月期 前 期 比 前 年 比 予想(中間決算時)比 

営 業 収 益 
営業総利益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

７２０，２１４百万円 
１９４，８５３百万円 
１２，８５３百万円 
１３，０１０百万円 
５，４３８百万円 

▲３６，２１６百万円 
▲９，０８９百万円 
▲３，９６４百万円 
▲４，０９９百万円 
▲１，６７６百万円 

９５．２％ 
９５．５％ 
７６．４％ 
７６．０％ 
７６．４％ 

▲４，２８６百万円 
▲１，８４７百万円 
▲２，３４７百万円 
▲１，６９０百万円 

▲８６２百万円 

※営業収益は、平成１４年２月期より、３期連続の減収です 
※営業利益・経常利益は、平成１３年２月期以来、３年ぶりの減益です 
※営業収益の過去最高は、７８９，１２５百万円（平成１１年２月期） 
※過去最高利益は、営業利益１８，６４９百万円（平成元年２月期） 
         経常利益１９，０７７百万円（平成３年２月期） 
         当期利益１６，３３８百万円（平成８年２月期） 
 
②新増設店舗及び閉店店舗 

 店    名 所 在 地 開閉店日 店舗面積 平成１５年２月期 

新設店舗 アピタ新潟西店 
ユーホーム新潟西店 
ラ フーズコア正保店 
ラ フーズコア萱場店 
ラ フーズコア滝ノ水店 

新潟県新潟市 
新潟県新潟市 
名古屋市港区 
名古屋市千種区 
名古屋市緑区 

15.4.25 
15.4.25 
15.8.1 
15.9.26 
15.11.21 

8,978 ㎡ 
9,245 ㎡ 

950 ㎡ 
950 ㎡ 
950 ㎡ 

アピタ浜北店 
アピタ岡崎北店 
アピタ東海荒尾店 
ラ フーズコア神野店 

建替店舗 ジョイマート ﾕﾆｰ丸岡店 福井県坂井郡 15.11.21 3,804 ㎡ ※ｼﾞｮｲﾏｰﾄ ﾕﾆｰ阿倉川店 

閉店店舗 
 

※ユニー丸岡店 
ユニー浜北店 
生活創庫名古屋駅店 
※ユニー藤岡店 
※ユニー各務原店 
ユニー安城駅前店 
ユニー豊川店 
ユニー衣笠店 
ユニー綱島店 

福井県坂井郡 
静岡県浜北市 
名古屋市中村区 
群馬県藤岡市 
岐阜県各務原市 
愛知県安城市 
愛知県豊川市 
神奈川県横須賀市 
横浜市港北区 

15.5.25 
15.6.15 
15.8.17 
15.8.17 
15.9.7 

15.10.25 
15.11.3 
16.2.8 
16.2.15 

3,759 ㎡ 
5,101 ㎡ 

14,109 ㎡ 
5,484 ㎡ 
5,244 ㎡ 
2,723 ㎡ 
3,588 ㎡ 
1,483 ㎡ 
4,392 ㎡ 

ユニー大田川店 
ユニー橋本店 
ユニー芥見店 
ユニー戸塚西口店 
ユニー尾張旭店 
ユニー藤枝白子店 
アピタ一宮店 
※ユニー千代田橋店 

※ユニー丸岡店、ユニー藤岡店、ユニー各務原店の閉店は、店舗建替え工事によるものです 
※平成１５年２月期のジョイマート ユニー阿倉川店は、建替えではなく、増床開店です 
※平成１６年２月期の期末店舗数は、前年期末に比べ３店減の１５１店です 
 
③売上伸長率 

平 成 １５ 年 度 上 半 期  
３ 月 ４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 上期計 

衣料品 
 

既設店 
全 店 

93.0% 
93.3% 

96.1% 
97.1% 

98.9% 
95.8% 

99.2% 
98.7% 

96.7% 
93.9% 

91.1% 
89.0% 

96.0% 
94.8% 

住関品 
 

既設店 
全 店 

96.4% 
96.3% 

92.4% 
93.5% 

93.8% 
92.9% 

94.8% 
96.3% 

92.6% 
90.6% 

89.5% 
88.1% 

93.1% 
92.7% 

食 品 
 

既設店 
全 店 

103.0% 
103.2% 

100.2% 
101.8% 

97.9% 
98.1% 

98.4% 
97.3% 

97.9% 
96.8% 

93.9% 
91.4% 

98.4% 
97.9% 

直営計 
 

既設店 
全 店 

99.5% 
99.6% 

97.4% 
98.8% 

97.4% 
96.5% 

97.9% 
97.4% 

96.5% 
94.7% 

92.5% 
90.2% 

96.8% 
96.1% 
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平 成 １５ 年 度 下 半 期  
９ 月 １０月 １１月 １２月 １ 月 ２ 月 下期計 

衣料品 
 

既設店 
全 店 

87.6% 
87.2 

104.5% 
99.1% 

85.7% 
80.9% 

97.6% 
92.8% 

97.5% 
89.4% 

99.0% 
91.6% 

95.4% 
90.0% 

住関品 
 

既設店 
全 店 

93.7% 
96.9% 

96.3% 
94.8% 

85.7% 
84.9% 

95.4% 
95.9% 

96.0% 
92.2% 

96.7% 
94.1% 

93.9% 
92.9% 

食 品 
 

既設店 
全 店 

96.6% 
99.6% 

98.2% 
96.0% 

96.4% 
94.1% 

96.9% 
96.9% 

98.1% 
97.1% 

98.2% 
95.5% 

97.4% 
96.5% 

直営計 
 

既設店 
全 店 

94.4% 
96.5% 

99.2% 
96.3% 

91.5% 
88.7% 

96.7% 
95.6% 

97.6% 
94.2% 

98.0% 
94.2% 

96.3% 
94.2% 

 
平成１６年２月期 平成１５年２月期  

上半期 下半期 年 間 上半期 下半期 年 間 

衣料品 
 

既設店 
全 店 

96.0% 
94.8% 

95.4% 
90.0% 

95.7% 
92.4% 

92.9% 
94.3% 

97.1% 
98.5% 

95.0% 
96.3％ 

住関品 
 

既設店 
全 店 

93.1% 
92.7% 

93.9% 
92.9% 

93.5% 
92.8% 

92.4% 
94.0% 

95.1% 
96.7% 

93.7% 
95.4% 

食 品 
 

既設店 
全 店 

98.4% 
97.9% 

97.4% 
96.5% 

97.9% 
97.2% 

97.4% 
98.9% 

99.6% 
101.1% 

98.5% 
100.0% 

直営計 
 

既設店 
全 店 

96.8% 
96.1% 

96.3% 
94.2% 

96.5% 
95.1% 

95.3% 
96.8% 

98.0% 
99.5% 

96.6% 
98.1% 

※前年割れ店舗（既設店ベース） １２２店／１４０店 
＜タイプ別既設店伸長率＞・アピタタイプ        ９６．６％（前期 97.6%） 
            ・ユニー・サンテラスタイプ  ９６．１％（前期 94.8%） 
            ・ユーホーム         ９５．８％（前期 104.1%） 
 
④客数・客単価の状況（既設店） 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

買い上げ客数   ９７．８％   ９８．１％  ▲０．３％ 
客 単 価   ９８．６％   ９８．７％  ▲０．１％ 

⑤荒利率 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

衣 料 品   ３５．９％   ３５．９％  ±０．０％ 
住 関 品 ２５．６％   ２５．３％  ＋０．３％ 
食 品   １９．１％   １８．９％ ＋０．２％ 
直 営 計   ２４．０％   ２３．９％  ＋０．１％ 

⑥商品回転日数（期中平均在庫売価） 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

衣 料 品   ６０．３日 ５９．４日  ＋０．９日 
住 関 品   ６４．３日 ５９．８日  ＋４．５日 
食 品    ４．６日    ４．３日 ＋０．３日 
直 営 計   ２８．８日   ２８．１日 ＋０．７日 

※商品回転日数は、各月平均在庫売価で算出 
⑦ロス率 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

衣 料 品   １６．９％   １６．３％  ＋０．６％ 
住 関 品    ８．２％    ７．７％  ＋０．５％ 
食 品    ０．９％ ０．７％  ＋０．２％ 
直 営 計 ５．８％    ５．７％  ＋０．１％ 
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⑧販管費の主な項目 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

人 件 費 
広 告 費 
改 装 費 
賃 借 料 
減価償却費 

８６，４２４百万円 
１４，４７０百万円 
１，００８百万円 

２４，３７２百万円 
１５，６０１百万円 

８８，０５３百万円 
１４，５３４百万円 

１，０３７百万円 
２５，９７３百万円 
１６，５２０百万円 

▲１，６２９百万円 
▲６４百万円 
▲２９百万円 

▲１，６０１百万円 
▲９１９百万円 

販 管 費 計 １８１，９９９百万円 １８７，１２４百万円 ▲５，１２５百万円 

 
⑨営業外損益の主な項目 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

 
 
 

受取利息 
受取配当金 
支払利息 

２７１百万円 
２，１７１百万円 

▲２，６５３百万円 

２６１百万円 
２，６２７百万円 

▲２，８５５百万円 

＋１０百万円 
▲４５６百万円 
＋２０２百万円 

金 融 収 支 
貸 倒 引 当 繰 入 
有 価 証 券 評 価 損 
有 価 証 券 売 却 益 
そ の 他 

▲２１１百万円 
  － 
  － 
  － 

  ３６８百万円 

３３百万円 
▲２７１百万円 

  － 
１２百万円 

５１７百万円 

▲２４４百万円 
＋２７１百万円 

  － 
▲１２百万円 

▲１４９百万円 

営 業 外 損 益 計 １５７百万円 ２９１百万円 ▲１３４百万円 

 
⑩特別利益の主なもの 
・投資有価証券売却益    １，７１１百万円 
・固定資産売却益        ８６３百万円 
 
⑪特別損失の主なもの 
・固定資産除却損      ３，４８２百万円 
・店舗閉鎖損        ２，６２１百万円 
・固定資産売却損        ８６５百万円 
 
⑫有利子負債の内訳 

 平 成 １ ６ 年 ２ 月 期 平成１５年２月期 

コマーシャルペーパー 
短 期 借 入 金 
長 期 借 入 金 
社 債 

４５，０００百万円 
６，７６７百万円 

９６，７３８百万円 
５０，０００百万円 

４５，０００百万円 
３，４６７百万円 

９８，１７０百万円 
５０，０００百万円 

合 計 １９８，５０５百万円 １９６，６３７百万円 

※償還期限別社債残高 
・平成１６年４月３０日           ５，０００百万円（利率 2.20％） 
・平成１６年１２月２４日         １０，０００百万円（利率 2.15％） 
・平成１７年１１月２５日          ５，０００百万円（利率 1.82％） 
・平成１８年３月１０日          １０，０００百万円（利率 2.26％） 
・平成１９年４月２０日           ５，０００百万円（利率 1.75％） 
・平成２２年４月２０日           ５，０００百万円（利率 2.13％） 
・平成２２年５月２８日           ５，０００百万円（利率 0.56％） 
・平成２２年９月３０日           ５，０００百万円（利率 1.26％） 
 
⑬配当金 
 期末配当金は、普通配当９円であり、年間配当金は１８円となります。 
 ※前期の年間配当金は１８円（中間配当８円・期末配当１０円） 
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⑭財政状況 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

総 資 産 ５１４，７６０百万円 ５１６，５９０百万円 ▲１，８３０百万円 
株 主 資 本 １４２，９６８百万円 １３９，６２５百万円 ＋３，３４３百万円 
株主資本比率    ２７．８％    ２７．０％   ＋０．８％ 

 
⑮設備投資金額（工事ベース） 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

先 行 投 資    ９４億円    ３４億円  ＋６０億円 
新 増 設 店    ４２億円    ８５億円  ▲４３億円 
既存店活性化投資等   １０１億円    ８０億円  ＋２１億円 
物 流 セ ン タ ー    ２９億円    １５億円  ＋１４億円 

計   ２６６億円   ２１４億円 ＋５２億円 

※支払ベースでは２７０億円（前期は２１２億円） 
 
 
 
 

３．次期（平成１７年２月期）の業績予想 

①平成１７年２月期の業績予想 

 平成１７年２月期 前 期 比 前 年 比 

営 業 収 益 
営業総利益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

７２５，５００百万円 
１９８，０００百万円 
１３，１００百万円 
１３，５００百万円 
６，５００百万円 

＋５，２８６百万円 
＋３，１４７百万円 

＋２４７百万円 
＋４９０百万円 

＋１，０６２百万円 

１００．７％ 
１０１．６％ 
１０１．９％ 
１０３．８％ 
１１９．５％ 

※通期の既設店伸長率は、９８．０％（前期は９６．５％）を見込んでいます 
※通期の荒利率は２４．２％（前期は２４．０％）を見込んでいます 
※期末の従業員予想 ２７，０００人 
 
②中間期の業績予想   

 平成１７年２月期中間 前 期 比 前 年 比 

営 業 収 益 
営業総利益 
営 業 利 益 
経 常 利 益 
当 期 利 益 

３５３，２００百万円 
９６，１００百万円 
４，８００百万円 
５，２００百万円 
２，３００百万円 

▲４，３７７百万円 
＋４百万円 

▲４４４百万円 
＋１１百万円 

＋４８１百万円 

９８．８％ 
１００．０％ 
９１．５％ 
１００．２％ 
１２６．４％ 

※中間期の既設店伸長率は９８．０％（前期は９６．８％）を見込んでいます 
※中間期の荒利率は２４．１％（前期は２３．８％）を見込んでいます 
 
③設備投資計画（工事ベース） 
 平成１７年２月期 平成１６年２月期 増  減 

先 行 投 資   １３２億円    ９４億円  ＋３８億円 
新 増 設 店   ２１２億円    ４２億円 ＋１７０億円 
既存店活性化投資等    ５６億円   １０１億円  ▲４５億円 
物 流 セ ン タ ー     ―    ２９億円  ▲２９億円 

計   ４００億円   ２６６億円 ＋１３４億円 

※支払ベースでは３０７億円（前期は２７０億円） 
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④平成１７年２月期（３４期）業績予想の主な項目 
上      期 通      期  

H16.8.20 予想 H15.8.20 実績 前年比 H17.2.20 予想 H16.2.20 実績 前年比 

既設店伸長率 ９８．０％ ９６．８％ 1.2% ９８．０％ ９６．５％ 1.5% 
営 業 収 益 ３５３，２００ ３５７，５７７ 98.8% ７２５，５００ ７２０，２１４ 100.7% 
売 上 高 ３３８，６００ ３４２，９４９ 98.7% ６９５，９００ ６９１，０５５ 100.7% 
荒利率（％） ２４．１％ ２３．８％ ＋0.3% ２４．２％ ２４．０％ ＋0.2% 

営 業 総 利 益 ９６，１００ ９６，０９６ 100.0% １９８，０００ １９４，８５３ 101.6% 
 
 
 
 
 
 

人件費 
広告費 
改装費 
賃借料 
減価償却費 
その他 

４２，９１０ 
７，１０５ 

８８１ 
１１，３９２ 
８，２４５ 

２０，７６７ 

４３，３１７ 
７，１９１ 

４５２ 
１２，３３９ 
７，５４１ 

２０，０１２ 

99.1% 
98.8% 

194.9% 
92.3% 

109.3% 
103.8% 

８６，２３０ 
１４，５５８ 
１，８３８ 

２３，３３８ 
１６，９００ 
４２，０３６ 

８６，４２４ 
１４，４７０ 
１，００８ 

２４，３７２ 
１５，６０１ 
４０，１２５ 

99.8% 
100.6% 
182.3% 
95.8% 

108.3% 
104.8% 

営 業 費 計 ９１，３００ ９０，８５２ 100.5% １８４，９００ １８２，０００ 101.6% 
営 業 利 益 ４，８００ ５，２４４ 91.5％ １３，１００ １２，８５３ 101.9% 
金 融 収 支 
そ の 他 

４３３ 
▲３３ 

▲４９ 
▲６ 

－ 
－ 

３６０ 
４０ 

▲２１１ 
３６８ 

－ 
－ 

経 常 利 益 ５，２００ ５，１８９ 100.2% １３，５００ １３，０１０ 103.8% 
税 前 利 益 ４，３００ ２，６６７ 161.2% １１，１００ ８，６９４ 127.7% 
当 期 利 益 ２，３００ １，８１９ 126.4% ６，５００ ５，４３８ 119.5% 
 
⑤資金計画の概要                          [単位：億円] 

   H17.2月予想 H16.2月実績 
支払ベース設備投資 １  ３０７ ２７０ 

当期利益 ２  ６５ ５４ 
税金調整 ３  ▲２３ ▲８ 
配当金・役員賞与 ４  ▲３１ ▲３１ 
減価償却 ５  １６９ １５６ 
退職給付引当金等 ６  ３０ ３０ 

 

除却損・売却等（簿価分） ７  ３０ ４７ 
  計 ８ 2＋3＋4＋5＋6＋7 ２４０ ２４８ 

預り保証金 ９  ５ ▲１３ 
長期借入金 10  ２００ ▲１４ 
社債＆転換社債 11  ▲１５０ － 

 

差入保証金戻り等 12  ７２ ７９ 
  合     計 13 8＋9＋10＋11＋12 ３６７ ３００ 

過  不  足 14 13－1 ＋６０ ＋３０ 

 
⑥平成１６年度の開店予定店舗 

 店    名 所 在 地 店舗面積 開店予定 総投資額 

新設店舗 アピタ黒部店 
アピタ大和郡山店 
ユーホーム大和郡山店 
アピタ鳴海店 
アピタ鈴鹿店 
アピタ飛騨高山店 
ラ フーズコア豊川店 

富山県黒部市 
奈良県大和郡山市 
 同    上 
名古屋市緑区 
三重県鈴鹿市 
岐阜県吉城郡国府町 
愛知県豊川市 

7,360 ㎡ 
11,660 ㎡ 
8,193 ㎡ 

19,500 ㎡ 
20,750 ㎡ 
15,702 ㎡ 
2,394 ㎡ 

16.4.17 
16.4.24 
16.4.24 

16 年下期 
16 年下期 
16 年下期 
16 年下期 

１３億円 
５３億円 
上記含む 
４５億円 
１６億円 
２８億円 
 １億円 
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建替店舗 ジョイマート ユニー藤岡店 
ジョイマート ユニー各務原店 
アピタ千代田橋店 

群馬県藤岡市 
岐阜県各務原市 
名古屋市千種区 

3,701 ㎡ 
3,968 ㎡ 

23,593 ㎡ 

16.4.23 
16 年上期 
16 年下期 

９億円 
７億円 

７５億円 

増床店舗 アピタ島田店 
アピタ桑名店 

静岡県島田市 
三重県桑名市 

14,336 ㎡ 
10,611 ㎡ 

16.3.12 
16.3.19 

１４億円 
６億円 

閉店店舗 ※ユニー高蔵寺店本館 
※ユニー多治見駅前店アピタ館 
※ユニー瀬戸店 
※ユニー豊田元町店 

愛知県春日井市 
岐阜県多治見市 
愛知県瀬戸市 
愛知県豊田市 

9,434 ㎡ 
3,783 ㎡ 
5,174 ㎡ 
7,741 ㎡ 

16.2.29 
16.4.18 
16.5.23 
16.10.19 

 

※ユニー高蔵寺店本館・ユニー瀬戸店の閉店は、店舗建替え工事に伴う一時閉店です 
※ユニー多治見駅前店アピタ館のみの閉店であり、ユニー多治見駅前店の営業は継続します 
※ユニー豊田元町店の閉店は、アピタへの改装工事に伴う一時閉店です 
※上記の他、ユニー恵那店がジョイマートへの改装工事のため、５月６日より当分の間、休業します 
※新設店舗・建替店舗のうち、アピタ黒部店・ジョイマート ユニー藤岡店・アピタ大和郡山店・ 
ユーホーム大和郡山店以外の店舗面積は、大店立地法の物販面積（直営＋物販テナント） 

 

４．その他参考資料 

①期末店舗数及び売場面積 

 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 前年比 

店 舗 数 
店舗面積 

１５１店 
１，２２８，４９０㎡ 

１５４店 
１，２５１，２８８㎡ 

▲３店 
▲２２，７９８㎡ 

―― 
９８．２％ 

 
②売場面積当り売上高・一人当り売上高の状況（期末売上高・期末従業員数基準） 
 平成１６年２月期 平成１５年２月期 増  減 

売場面積１㎡当り売上高 ５６２千円 ５８０千円 ▲１８千円 
一人当り売上高 社 員 

特勤者含む 
１２５，３２７千円 
２６，９３４千円 

１２５，９３１千円 
２８，９４４千円 

▲６０４千円 
▲２，０１０千円 

 
③タイプ別店舗数及び売上高                 [単位：百万円] 

平成１６年２月期 平成１５年２月期  
店舗数 売 上 高 構成比 店舗数 売 上 高 構成比 

前年比 

アピタ 
ユニー 
ユーホーム 
ＳＭタイプ 
生活創庫 

７１ 
６４ 
１１ 
５ 
０ 

440,956 
222,050 
16,850 
3,815 
3,930 

64.1% 
32.3％ 
2.5％ 
0.5％ 
0.6％ 

７０ 
７１ 
１０ 
２ 
１ 

447,535 
250,749 
16,173 
1,408 
7,213 

61.9% 
34.7％ 
2.2％ 
0.2％ 
1.0％ 

98.5％ 
88.6％ 

104.2％ 
271.0％ 

54.5% 
合計 １５１ 687,602 100.0％ １５４ 723,078 100％ 95.1％ 

④店舗別売上高ベスト１０          

 店     名 売 上 高 前 年 比 直営売場面積 

１ 
２ 
３ 
４ 
５ 
６ 
７ 
８ 
９ 
１０ 

アピタ港店 
アピタ長久手店 
アピタ阿久比店 
アピタ稲沢店 
アピタ桑名店 
アピタ名古屋南店 
ユニー一宮店 
アピタ向山店 
ユニー戸塚店 
アピタ緑店 

１１，９５１百万円 
１０，８６３百万円 
１０，８０６百万円 
１０，６５８百万円 
１０，４２３百万円 
９，５６３百万円 
９，３３２百万円 
９，３０３百万円 
８，８９５百万円 
８，７４７百万円 

９２．６％ 
９９．３％ 
９５．２％ 
９６．３％ 
９３．４％ 
９１．９％ 
９４．７％ 
９８．６％ 

１００．１％ 
９７．３％ 

１１，９５３㎡ 
１４，６８４㎡ 
１５，８１７㎡ 
１３，３２９㎡ 
１０，０００㎡ 
９，３９５㎡ 

１２，７６４㎡ 
１０，７５３㎡ 
９，３８０㎡ 
９，３４１㎡ 
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⑤地域別店舗数及び売上高 
平成１６年２月期 平成１５年２月期  

店舗数 売 上 高 構成比 店舗数 売 上 高 構成比 
 
前年比 

既 設 
前年比 

新潟県 
群馬県 
栃木県 
茨城県 
埼玉県 
千葉県 
東京都 

神奈川県 

４ 
５ 
２ 
５ 
６ 
４ 
１ 

１０ 

14,051 
22,479 
13,061 
15,681 
20,644 
22,063 
7,004 

44,906 

2.0％ 
3.3％ 
1.3％ 
2.3％ 
3.0％ 
3.2％ 
1.0％ 
6.5％ 

２ 
６ 
２ 
５ 
６ 
４ 
１ 

１２ 

9,274 
24,689 
13,992 
16,355 
21,155 
22,793 
7,537 

47,953 

1.3% 
3.4％ 
1.9％ 
2.3％ 
2.9％ 
3.1％ 
1.0％ 
6.6％ 

151.5％ 
91.1％ 
93.4％ 
95.9％ 
97.6％ 
96.8％ 
92.9％ 
93.7％ 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

関 東 本 部 ３７ 159,893 23.1％ ３８ 163,750 22.5％ 97.6％ 96.6％ 

山梨県 
静岡県 

１ 
１３ 

7,410 
62,518 

1.1％ 
9.1％ 

１ 
１４ 

7,660 
67,050 

1.1％ 
9.3％ 

96.7％ 
93.2％ 

― 
― 

静 岡 本 部 １４ 69,929 10.1％ １５ 74,710 10.3％ 93.6％ 96.7％ 

愛知県 
岐阜県 
三重県 
長野県 

５８ 
１３ 

６ 
５ 

285,326 
60,556 
30,603 
18,950 

41.4％ 
8.8％ 
4.4％ 
2.8％ 

５８ 
１４ 
６ 
５ 

304,707 
63,704 
31,292 
20,152 

42.0％ 
8.8％ 
4.3％ 
2.8％ 

93.6％ 
95.1％ 
97.8％ 
94.0％ 

― 
― 
― 
― 

中 京 本 部 ８２ 395,436 57.2％ ８３ 419,856 57.8％ 94.2％ 96.4％ 

福井県 
石川県 
富山県 

６ 
４ 
８ 

19,095 
18,944 
26,215 

2.8％ 
2.8％ 
3.8％ 

６ 
４ 
８ 

19,764 
19,268 
27,458 

2.7％ 
2.7％ 
3.8％ 

96.6％ 
98.3％ 
95.5％ 

― 
― 
― 

北 陸 本 部 １８ 64,256 9.3％ １８ 66,491 9.2％ 96.6％ 97.0％ 

※合   計 １５１ 691,055 100.0％ １５４ 726,372 100.0％ 95.1％ 96.5％ 

※合計には、本社他の売上高が含まれている 
 
⑥期末従業員数 

 人     数 構 成 比 平 均 年 齢 平均勤続年数 
  前 年  前 年  前 年  前 年 
社 
 
員 

男子 
女子 
計 

４，３１６ 
１，１９８ 
５，５１４ 

4,469 
1,299 
5,768 

１６．８％ 
４．７％ 

２１．５％ 

17.8% 
5.2% 

23.0% 

４３．５ 
３６．５ 
４２．０ 

42.7 
35.3 
41.0 

２１．１ 
１６．１ 
２０．０ 

20.2 
14.9 
19.0 

特 勤 者 ２０，１４３ 19,327 ７８．５％ 77.0% 
合 計 ２５，６５７ 25,095 １００％ 100.0% 

 

※特勤者は、嘱託社員＋パートタイマー＋キャリア社員の実人員 
 
⑦プライベートブランド（売価ベース） 

 平成１６年２月期（対前年比） 平成１５年２月期（対前年比） 
衣料品 
住関品 
食 品 

  ４００億円（１００％） 
   ９９億円（ ８３％） 
  １７３億円（１１７％） 

３９９億円（１２２％） 
１１９億円（１３２％） 
１４８億円（１０７％） 

合 計   ６７２億円（１０１％） ６６６億円（１２０％） 

 
⑧直輸入品（売価ベース） 

 平成１６年２月期（対前年比） 平成１５年２月期（対前年比） 
衣料品 
住関品 

  ２８０億円（ ８６％） 
   ６０億円（ ９１％） 

３２５億円（１１２％） 
   ６６億円（１０２％） 

合 計   ３４０億円（ ８７％） ３９１億円（１１０％） 

 


